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　 （ 添付書類）

事 業 報 告

（ 2020
2021

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日ま で）

　

　

企業集団の現況に関する事項1.
（ ） 事業の経過及びそ の成果1

当連結会計年度（ 年４ 月１ 日か ら 年３ 月 日ま で） に お ける 我が国経済は、2020 2021 31
新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症の流行に伴う 急減速と ゆる やかな回復を 繰り 返し 、 概ね改善傾向

にあり ま すが、 そ の速度や程度は製造業、 非製造業によ っ て格差が生じ ていま す。 設備投資

は前年割れと なり ま し たが、 回復に向かいつつあり ま す。

当社グ ループ と 関連の高い建設業界については、 新設住宅着工戸数は増加基調にある も の

の、 依然と し て低水準にあり ま す。 建設工事受注は、 公共工事の増加が続く など 、 着実に回

復し つつあり ま す。

こ のよ う な状況下、 当社グ ループ 主力の廃棄物処理・ リ サイ ク ル事業においては、 新型コ

ロ ナウ イ ルス 感染拡大によ る 影響は個社ご と にばら つ き がある も のの、 全体と し ては軽微に

推移し ており ま す。 グ ループ 会社は、 グ ループ 経営方針である 「 廃棄物の再資源化」 のため

の受入体制を 万全にし 、 収益機会を 取り こ ぼすこ と のないよ う 事業に取り 組んでおり ま す。

再生可能エ ネルギー事業においては、 首都圏最大級の木質バイ オ マ ス発電出力を 誇る 市原

グ リ ーン 電力株式会社が業績に大き く 寄与し 、 東北地方３ カ 所の発電所も 安定稼働し ており

ま す。

環境エ ン ジニ ア リ ン グ事業においては、 新型コ ロ ナウ イ ルス 感染拡大の不透明感が続く 経

営環境にあり ま すが、 環境コ ン サルテ ィ ン グ 事業と と も に 、 廃棄物処理・ リ サイ ク ル事業、

再生可能エ ネルギー事業と の相乗効果を 図る 製品開発、 研究技術開発にも 積極的に取り 組ん

でおり ま す。

　 こ の結果、 当連結会計年度の売上高は 百万円（ 前連結会計年度比 ％増）、 営業42,062 11.5
利益は 百万円（ 同 ％増）、 経常利益は 百万円（ 同 ％増） と なり ま し た 。4,067 23.3 3,893 28.7
　 ま た 、 福島県田村市のバイ オ マ ス 発電所施設完成に伴い、 固定資産取得に係る 国庫補助金

百万円を 特別利益、 圧縮対象補助金の直接減額に よ り 固定資産圧縮損 百万円を3,620 3,586
特別損失に計上し てお り 、 法人税、 住民税及び事業税 百万円、 法人税等調整額 百1,283 303
万円等を 控除し た親会社株主に帰属する 当期純利益は 百万円（ 同 ％増） と なり ま2,272 28.7
し た 。

なお、 年３ 月 日に 、 当社はリ バーホールディ ン グ ス 株式会社と の共同持株会社設2021 18
立（ 株式移転） によ る経営統合に関する基本合意書を締結いたし ま し た 。
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セグ メ ン ト 毎の業績は、 以下のと おり であり ま す。

各セグ メ ン ト に おける 売上高は「 外部顧客への売上高」 の金額、 セグ メ ン ト 利益は「 報告

セグ メ ン ト 」 の金額を記載し ており ま す。

前期ま で廃棄物処理・ リ サイ ク ル事業に含めており ま し た株式会社タ ケエ イ グ リ ーン リ サ

イ ク ルは、 年５ 月１ 日に株式会社横須賀バイ オ マ ス エ ナジーを 吸収合併し た こ と に よ2020
り 、 当連結会計年度よ り 再生可能エ ネルギー事業に含めており ま す。

＜廃棄物処理・ リ サイ ク ル事業＞

株式会社タ ケ エ イ は、 中間処理施設における 廃棄物受入れ量は前年同期比で減少し たも の

の、 有価物の分選別強化や搬出品の付加価値化、 製品化など の原価低減策が功を 奏し 、 営業

利益は大き く 増加し ま し た。 ま た 、 福島県内にて参画し ている 東日本大震災復興プ ロ ジェ ク

ト につ いては、 今期よ り 本格稼働し た複数のプ ロ ジェ ク ト が貢献し ま し た 。 搬出品の付加価

値化、 製品化のための設備投資も推進し ており ま す。

そ の他、 廃石膏ボード の再資源化を 行う 株式会社ギプ ロ は、 解体案件の減少によ る 搬入量

の低調等によ り 減収減益と なり ま し た 。 株式会社タ ケ エ イ メ タ ルは、 ス ク ラ ッ プ 価格上昇の

影響によ り 直近では回復基調にあり ま す。 廃液処理を 行う イ コ ールゼロ 株式会社は、 前期に

続いて災害廃棄物処理支援事業が大き く 寄与し ま し た。 株式会社信州タ ケ エ イ は、 解体案件

と 産業廃棄物処理事業が好調でし た。 管理型最終処分場を 運営する 株式会社北陸環境サービ

スは、 ス ポッ ト 案件も寄与し て増収増益と なり ま し た 。

こ の結果、 セグ メ ン ト 売上高は 百万円（ 前連結会計年度比 ％減）、 セグ メ ン ト24,598 1.2
利益は 百万円（ 同 ％増） と なり ま し た 。3,468 27.5

＜再生可能エネルギー事業＞

第１ 四半期（ 年６ 月 日みなし 取得日） よ り 連結範囲に含めた市原グ リ ーン 電力株2020 30
式会社は、 燃料と なる 建設廃棄物の木く ず等を 安定的に受け入れ、 高効率発電を 継続し てお

り ま す。 株式会社タ ケ エ イ グ リ ーン リ サイ ク ルは、 横須賀バイ オ マ ス 発電事業の収支が改善

傾向にあり 、 安定稼働が定着し つつあり ま す。 ま た 、 電力販売を 行う 株式会社大仙こ ま ち パ

ワ ー と 株式会社横須賀ア ーバン ウ ッ ド パワ ーは、 年 月から 年１ 月の仕入費用2020 12 2021
と し ての電力卸価格高騰の影響を受け、 営業損失と なり ま し た 。

こ の結果、 セグ メ ン ト 売上高は 百万円（ 前連結会計年度比 ％増）、 セグ メ ン ト11,120 84.9
利益は 百万円（ 同 ％増） と なり ま し た 。325 77.3

なお、 株式会社田村バイ オ マ ス エ ナジーは、 年４ 月よ り 営業運転を 開始し てお り ま2021
す。
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＜環境エ ン ジニ ア リ ン グ事業＞

富士車輌株式会社は、 コ ロ ナ禍によ り 営業活動が制約さ れる 中で、 受注高は低位に推移し

た も のの、 主力の環境部門において、 複数の大型案件が順調に完工し ま し た 。 こ の結果、 セ

グ メ ン ト 売上高は 百万円（ 前連結会計年度比 ％減）、 セグ メ ン ト 利益は 百万円5,229 7.3 227
（ 同 ％増） と なり ま し た 。3.3

なお、 機械式立体駐車場関連損失引当金については、 当初予定し ていた補修工事完了の目

途が立ち ま し たので、 取り 崩し を行いま し た 。

＜環境コ ン サルテ ィ ン グ事業＞

環境保全株式会社は、 ア ス ベス ト 分析及び土壌調査分析事業が堅調に推移し ま し た 。 株式

会社ア ース ア プ レ イ ザルは、 コ ロ ナ禍によ る営業活動の制約が続き減収減益と なり ま し たが、

足元では回復基調にあり ま す。

こ の結果、 セグ メ ン ト 売上高は 百万円（ 前連結会計年度比 ％減）、 セグ メ ン ト 利1,113 3.9
益は 百万円（ 同 ％減） と なり ま し た 。122 17.3

（ ） 設備投資等の状況2
　 当連結会計年度において実施し た当社グループ の設備投資の総額は 百万円でし た。7,907
　 当連結会計年度の主要なも のは、 廃棄物処理・ リ サイ ク ル事業において、 株式会社門前ク

リ ーン パーク の最終処分場開発計画に係る 投資等の総額 百万円、 再生可能エ ネルギー2,117
事業において、 株式会社田村バイ オ マ ス エ ナジーのバイ オ マ ス 発電関連施設に係る 投資等の

総額 百万円であり ま す。2,830

（ ） 資金調達の状況3
イ ． 当連結会計年度において以下の通り 、 公募増資、 自己株式の処分、 第三者割当増資を

行い総額 百万円の資金調達を し ており ま す。4,152
区 分 発行・ 売却株数（ 千株） １株あたり発行価額（ 円） 調達資金（ 百万円） 払 込 期 日

公 募 増 資 年９ 月４ 日3,500 909.84 3,184 2020

自 己 株 式 の 処 分 年９ 月４ 日500 909.84 454 2020

第 三 者 割 当 増 資 年９ 月 日564 909.84 513 2020 25

合 計 ― ― 4,152 ―

ロ ． 当連結会計年度末現在における 社債を 含めた借入金総額は 百万円で、 前連結43,610
会計年度末と 比べ 百万円増加し ており ま す。2,373
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（ ） 他の会社の株式そ の他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況4
　 当連結会計年度において、 重要な該当事項はあり ま せん。

（ ） 対処すべき 課題5
① 資源循環型社会への貢献

　 当社グ ループ は、 経営理念である 「 資源循環型社会への貢献を 目指す」 を 基に、 主力の

廃棄物処理・ リ サイ ク ル事業によ る 「 環境関連事業の拡充」 に加え、 バイ オ マ ス発電事業

を 中心と し た 「 再生可能エ ネルギー事業の拡充」、 ｓ （ 持続可能な開発目標） の達成SDG
に貢献する 「 環境保全を 通じ た社会貢献」、 四方よ し （ 売り 手・ 買い手・ 世間・ 環境） を目

標と する 「 ス テ ーク ホルダ ーと の関係強化」 を 図る こ と で、「 総合環境企業」 の形成を 目指

し てま いり ま す。

② 中期経営計画の達成

　 当社グ ループ は 年 月に策定し ま し た中期経営計画『 ～国2020 5 2023 to the FUTURE
家の環境保全に資する 総合環境企業へ～』 の達成に向けて以下の６ つの定性目標の推進グ

ループ一丸と なっ て邁進し てま いり ま す。

ⅰ（ ） 再生可能エ ネルギー事業の拡充

ⅱ（ ） 社会問題化する 廃プ ラ ス チ ッ ク 等への対応力の強化

ⅲ（ ） 、 協業化によ り 「 総合環境企業」 と し ての事業領域を拡充M&A
ⅳ（ ） 技術研究・ 開発を強化し 廃棄物の付加価値化、 製品化を推進

ⅴ（ ） 災害廃棄物処理や ｓ 推進を 通じ た社会貢献を推進SDG
ⅵ（ ） 環境企業と し ての創業精神を継承し 、 グループ 人財の活性化の推進

③ リ バーホールディ ン グ ス㈱と の経営統合

　 リ バーホールディ ン グ ス ㈱と の経営統合によ り 、 社会、 行政、 一般のお客様に安心、 安

全な排出物・ 廃棄物の静脈バリ ュ ーチ ェ ーン 「 リ サイ ク ル、 中間処理、 廃棄物・ バイ オ マ

ス発電、 最終処分等の各事業の設計、 構築、 運営ま での一貫サービ ス 」 の提供を図り ま す。

結果と し て 、 政府が掲げる 「 年温室効果ガス 実質ゼロ 」 に呼応し た 「 高度循環型社2050
会、 脱炭素排出社会」 に貢献し 、 廃棄物リ サイ ク ル ・ 処理業界を リ ード する 世界に誇れる

環境ビ ジネス モ デル構築を 目指し てま いり ま す。



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

添
付
書
類

― 9 ―

（ ） 財産及び損益の状況の推移6
　

区 分
第 期42

（ 年３ 月期）2018
第 期43

（ 年３ 月期）2019
第 期44

（ 年３ 月期）2020
第 期45

（ 当連結会計年度）
（ 年３ 月期）2021

売 上 高 （ 百 万 円） 31,084 32,271 37,713 42,062

経 常 利 益 （ 百 万 円） 2,292 1,814 3,025 3,893

親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 1,356 275 1,765 2,272

１株当たり 当期純利益（ 円） 57.72 11.92 76.65 89.07

総 資 産 額 （ 百 万 円） 67,141 71,047 80,257 87,806

純 資 産 額 （ 百 万 円） 27,791 26,960 28,270 34,505
　

（ 注） １ ． １ 株当たり 当期純利益は、 期中平均発行済株式数に基づき 算出し ており ま す。
　 ２ ．「『 税効果会計に 係る 会計基準』 の一部改正」（ 企業会計基準第 号 年２ 月 日） を 第 期28 2018 16 43

（ 年３ 月期） の期首から 適用し て おり 、 第 期（ 年３ 月期） に 係る 総資産額に ついて は、2019 42 2018
当該会計基準を 遡っ て適用し た後の指標等と なっ ており ま す。

　

（ ） 配当政策7
　 当社は、 株主の皆様への利益還元を 最重視すべき 経営課題の一つ と と ら え 、 今後も 続く 施

設整備及び戦略的Ｍ＆Ａ 等に対する 投資を 行う ために必要な内部留保を 確保し つつ 、 財務基

盤の強化等を 勘案し た う え で、 配当性向目標を ％超に設定し 、 継続的な配当水準の向上に25
努めてま いり ま す。

　

（ ） 重要な親会社及び子会社の状況8
① 親会社と の関係

　 当社には該当する親会社はあり ま せん。
　

② 重要な子会社の状況
　

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容

富士車輌㈱ 百万円 ％250 100.0 環境装置・ 環境プ ラ ン ト ・ 特装車輌
の開発・ 製造・ 販売事業

市原グ リ ーン 電力㈱ 百万円 ％495 85.1 電力供給業、 燃焼設備で発生する焼
却灰等の再資源利用事業

　
③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況

　 該当事項はあり ま せん。
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（ ） 主要な事業内容9
　 当社グ ループ は、 廃棄物処理・ リ サイ ク ル事業を 主な事業と し 、 併せて こ れに付帯する 事

業を営んでおり ま す。 主要な事業については以下のと おり であり ま す。

主 要 な 事 業 主要な事業内容 主要な会社

廃棄物処理・ リ サイ ク ル事業
廃棄物の 収集運搬業務、 中間処
理業務、 再資源化業務、 最終処
分場の運営

㈱タ ケ エ イ 、 ㈱ギプ ロ 、 ㈱北陸環境サ
ービ ス等

再生可能エ ネ ル ギ ー 事業
バイ オ マ ス 発電、 発電用燃料の
製造、 電力の販売

㈱津軽バイ オ マ ス エ ナジー、 ㈱花巻バ
イオマスエナジー、 市原グリ ーン電力㈱等

環境エ ン ジニ ア リ ン グ 事業
環境装置・ 環境プ ラ ン ト ・ 特装
車輌の開発・ 製造・ 販売

富士車輌㈱

環境コ ン サルテ ィ ン グ 事業 計量証明業務、 環境対策工事 環境保全㈱、 ㈱ア ース ア プ レ イ ザル

（ ） 主要な営業所及び工場10
① 当社

　

名 称 所 在 地

本 社 東京都港区

千 葉 営 業 部 千葉県千葉市中央区

東 北 支 店 宮城県岩沼市

物 流 車 両 基 地 神奈川県川崎市川崎区

川 崎 リ サ イ ク ル セ ン タ ー 神奈川県川崎市川崎区

東 京 リ サ イ ク ル セ ン タ ー 東京都大田区

大 木 戸 最 終 処 分 場 千葉県千葉市緑区

② 子会社
　

名 称 所 在 地

富 士 車 輌 ㈱ 滋賀県守山市

㈱ 北 陸 環 境 サ ー ビ ス 石川県金沢市

㈱ ギ プ ロ 埼玉県八潮市

㈱ 津 軽 バ イ オ マ ス エ ナ ジ ー 青森県平川市

㈱ 花 巻 バ イ オ マ ス エ ナ ジ ー 岩手県花巻市

㈱ 大 仙 バ イ オ マ ス エ ナ ジ ー 秋田県大仙市

㈱ タ ケ エ イ グ リ ー ン リ サ イ ク ル 神奈川県横須賀市

市 原 グ リ ー ン 電 力 ㈱ 千葉県市原市

㈱ 田 村 バ イ オ マ ス エ ナ ジ ー 福島県田村市
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（ ） 従業員の状況11
① 企業集団の従業員の状況

　

当連結会計年度末従業員数 前連結会計年度末比増減

名 名増1,358 54

　

② 当社の従業員の状況
　

当期末従業員数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

名 名増 歳 年624 14 45.3 10.9
　

（ 注） 従業員数は就業人員であり 、 他社への出向者（ 名） は含んでおり ま せん。56

　

（ ） 主要な借入先及び借入額12
　

借 入 先
借 入 金 残 高

（ 百万円）

㈱ り そ な 銀 行 6,491
㈱ 三 井 住 友 銀 行 4,007
㈱ 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 3,640
㈱ 北 國 銀 行 3,125
㈱ 東 邦 銀 行 2,556
㈱ み ず ほ 銀 行 2,456

　

（ ） そ の他企業集団の現況に関する重要な事項13
（ リ バーホールディ ン グ ス 株式会社と の共同持株会社設立によ る 経営統合について ）

　 当社は、 年３ 月 日開催の取締役会で、 リ バーホールディ ン グ ス 株式会社と 共同持2021 18
株会社を 設立する こ と を 決議し 、 同日に株式移転に係る 基本合意書に調印いた し ま し た 。 な

お、 年 月 日開催予定の当社第 期定時株主総会における 承認と 関係当局の許可等2021 6 23 45
が得ら れる こ と を 前提と し て 、 こ の共同持株会社を設立いたし ま す。
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会社の株式に関する事項2.
（ ） 発行可能株式総数 株1 44,640,000

（ ） 発行済株式の総数 株（ 自己株式 株を 含む）2 28,616,300 733,166

（ ） 株主数 名（ 前期末比 名増）3 9,092 3,400

（ ） 大株主4
　

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

千株 ％

日本マスタ ート ラ スト信託銀行株式会社（ 信託口） 4,388 15.7
株式会社日本カ ス ト デ ィ 銀行 （ 信託 口） 3,927 14.1
三 本 守 1,713 6.1
Ｇ Ｏ Ｖ Ｅ Ｒ Ｎ ＭＥ Ｎ Ｔ Ｏ Ｆ Ｎ Ｏ Ｒ ＷＡ Ｙ 933 3.3
ヴ ェ オ リ ア ・ ジ ャ パ ン 株 式 会 社 478 1.7
Ｋ Ｉ Ａ Ｆ Ｕ Ｎ Ｄ 136 467 1.7
橋 本 泰 造 350 1.3
藤 本 武 志 343 1.2
タ ケ エ イ 従 業 員 持 株 会 329 1.2
株式会社日本カ ス ト デ ィ 銀行（ 信託口５ ） 326 1.2

　

（ 注） ． 持株数は千株未満を 切捨て 、 持株比率は小数第２ 位以下を 四捨五入し て表示し ており ま す。1
． 当社は自己株式を 千株保有し ており ま すが、 上記大株主から は除外し て おり ま す。 ま た 、 自己株2 733

式に は株式給付信託（ ） に かかる 株式会社日本カ ス ト デ ィ 銀行（ 信託 口） が保有する 当社株式BBT E
千株は含ま れており ま せん。266

． 持株比率は自己株式を 控除し て計算し ており ま す。3

（ ） 当事業年度中に職務遂行の対価と し て会社役員に交付し た株式の状況5
　 該当事項はあり ま せん。

（ ） そ の他株式に関する重要な事項6
１ 単元の株式数 株100
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会社役員に関する事項3.
（ ） 取締役及び監査役の氏名等1
　

会社における 地位 氏 名 担 当 重要な兼職の状況

代表取締役会長 三 本 守 ―
㈱門前ク リ ーン パーク 代表取締役
㈱グ リ ーン ア ロ ーズホールディ ン グ ス 代表取締役
一財 タ ケエ イ ｓ 推進財団代表理事( ) SDG

代表取締役社長 阿 部 光 男 ―
㈱ ・ エ ナジーホールディ ン グ ス代表取締役T V
㈱ エ コ みら い代表取締役T&H
㈱ 武隈代表取締役TEC

取 締 役 小 池 陽 二
営業本部長
兼 戦略営業部長

―

取 締 役 吉 富 英 郎
管理本部長
兼 人事総務部長

㈱タ ケエ イ エ ナジー＆パーク 監査役

取 締 役 粕 谷 毅 事業本部長 ㈱タ ケエ イ エ ナジー＆パーク 代表取締役

取 締 役 上 川 毅 経営企画本部長
㈱ ・ エ ナジーホールディ ン グ ス監査役T V
㈱ 武隈監査役TEC

取 締 役 森 井 敏 夫
エ ネ ル ギー 事業本
部長

㈱津軽あっ ぷる パワ ー代表取締役
㈱花巻銀河パワ ー代表取締役
㈱大仙こ ま ち パワ ー代表取締役
㈱横須賀ア ーバン ウ ッ ド パワ ー代表取締役
㈱ふく し ま 未来パワ ー代表取締役

取 締 役 横 井 直 人 ― ニ チバン ㈱監査役
㈱ジェ イ エ イ シーリ ク ルート メ ン ト 監査役

取 締 役 梅 田 明 彦 ― 青木あすなろ 建設㈱取締役

監 査 役 金 井 昭 常勤 ―

監 査 役 石 井 友 二 ― 監査法人ブ レ イ ン ワ ーク 代表社員
ホワ イ ト ボッ ク ス ㈱代表取締役

監 査 役 杉 野 翔 子 ―
木徳神糧㈱監査役
青木信用金庫員外監事
日本証券金融㈱取締役
㈱ 監査役MDI

　

（ 注） ． 取締役横井直人氏及び梅田明彦氏は、 社外取締役であり 、 当社は両氏を 株式会社東京証券取引所の定1
める独立役員と し て指定し 、 当取引所に独立役員届出書を 提出し ており ま す。

． 監査役石井友二氏及び杉野翔子氏は、 社外監査役であり 、 当社は両氏を 株式会社東京証券取引所の定2
める独立役員と し て指定し 、 当取引所に独立役員届出書を 提出し ており ま す。

． 監査役石井友二氏は、 公認会計士の資格を 有し て おり 、 財務及び会計に関する 相当程度の知見を 有し3
ており ま す。

． 監査役杉野翔子氏は、 弁護士の資格を 有し ており 、 法律に関する 相当程度の知見を 有し ており ま す。4
． 年６ 月 日開催の第 期定時株主総会において 、 新たに森井敏夫氏が取締役に選任さ れ就任い5 2020 24 44
た し ま し た 。
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（ ） 責任限定契約の内容の概要2
　 社外取締役横井直人氏及び梅田明彦氏、 監査役金井昭氏、 社外監査役石井友二氏及び杉

野翔子氏と 当社は、 会社法第 条第１ 項に基づき 、 現行定款に定めた、 損害賠償責任を427
限定する契約を 締結し ており ま す。

　 当該契約に基づく 損害賠償責任の限度額は法令が定める額と し ており ま す。

（ ） 役員等賠償責任保険契約に関する事項3
① 被保険者の範囲

当社は、 会社法第 条の３ 第１ 項に規定する 役員等賠償責任保険（ 保険） 契約を430 D&O
保険会社と の間で締結し て おり 、 被保険者は当社およ び当社の子会社すべての取締役およ

び監査役であり ま す。

② 被保険者の実質的な保険等の負担割合

特約部分も含めたすべての保険料は会社が負担し ており ま す。

③ 補償の対象と なる保険事故の概要

被保険者がそ の職務の執行に起因し て損害賠償請求さ れた場合の損害賠償金や争訟費用

等が当該保険で補償さ れます。

④ 役員等の職務の適正性が損なわれないための措置

被保険者の意図的な違反行為や重過失に起因する 損害賠償請求等を 補償対象外と する こ

と によ り 、 役員等の職務の執行の適正性が損なわれないよ う に措置を講じ ており ま す。

（ ） 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の額4
① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

イ ． 基本方針

　 経営陣の報酬につ き ま し て は、 基本報酬と 各事業年度の業績に応じ て定めら れる 業績

連動給（ 業績加算） 及び中期業績連動報酬と し て退任時に自社株式が給付さ れる 株式給

付信託（ ） に よ り 構成し 、 社外取締役につ いては、 そ の職務に鑑み、 基本報酬のみBBT
を 支払う こ と と し ており ま す。 ま た 、 年７ 月に定めた役員報酬規程によ り 各取締役2018
の報酬の決定に際し ては、 取締役及び執行役員と し て の経営に対する 責任の大き さ を 勘

案し て決定する こ と と し て お り ま す。 ま た 、 監査役は監査役会において 、 協議に よ り 決

めており ま す。

ロ ． 報酬の体系

基本報酬a.
　 役員の役位や在籍年数に応じ て役位毎に定めら れた基準額に、 執行役員と し ての
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役付加算を 合わせて金銭で支給する 月例の固定報酬と し て決定する こ と と し て おり

ま す。

． 業績連動報酬b
　 単年度ご と に業績向上への意識を 高める ためのイ ン セン テ ィ ブ 報酬と し て 、 前年

度の当社グ ループ 全体の業績に基づき 年間の報酬を 各取締役（ 社外取締役を 除く ）

ご と に決定する 、 基本報酬と 合わせて月例で支給する 金銭報酬と し 、 支給額は以下

の算式によ り 決定する こ と と し ており ま す。

役位によ る 基準報酬 （ 業績評価加算率＋総合評価加算率） ２× ÷

． 株式給付信託（c BBT)
　 中長期的なイ ン セン テ ィ ブ 報酬と し て取締役（ 社外取締役を 除く ） に退任時に自

社の株式を 給付する 株式報酬であり ま す。 在任中は各事業年度の業績に応じ てポイ

ン ト を 付与し 、 退任時に１ ポイ ン ト あた り 当社株式１ 株を 給付し ま す。 付与する ポ

イ ン ト は各事業年度の業績達成状況の指標に応じ て以下の算式によ り 支給額を 決定

する こ と と し ており ま す。

役位によ る 基準ポイ ン ト （ 業績評価加算率 総合評価加算率） ２× × ÷

報酬等の構成比率d.
役員区分 基本報酬 業績連動報酬 株式給付信託(BBT)

取締役 70% 20% 10%
（ 注） １ こ の表は目標の達成率を と し た場合のモ デルであり ま す。100%

２ 社外取締役及び監査役及び社外監査役の報酬等については、 当社の業務執行と は独立し た立場である
ため、 基本報酬のみと し ており ま す。

業績連動報酬及び株式給付信託 の指標の目標と 実績e. (BBT)
指標 目標値 百万円 実績 百万円 指標の選定理由( ) ( )

経常利益 3,150 3,893
取締役の業務執行が着実に 当社
グ ルー プ の利益に つ なが っ て い
る か計る指標と し て選定

ハ． 当事業年度に係る 取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿う も のである と 取締

役会が判断し た理由

　 取締役の個人別の報酬等の決定にあた っ ては、 株主総会の承認を 受けた限度内にお

いて、 取締役会から 授権を 受けた代表取締役が別途定める 算定基準を も と に決定し 、

当社経営諮問委員会が原案と 決定方針と の整合性を 踏ま えた多角的な検討、 評議を 反
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映し て当社の定める 一定の基準に従い決定し ており ま す。

② 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会決議に関する事項

イ ． 当社取締役及び監査役の金銭報酬の額は、 年６ 月 日開催の第 期定時株主総2006 29 30
会において 、 取締役の報酬額を 年額 百万円以内、 監査役の報酬額を 年額 百万円400 30
以内 ただし 、 使用人兼務取締役の使用人分給与は含ま ない。 と 決議さ れており ま す。( )
当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は８ 名、 監査役の員数は３ 名であり ま す。

ロ ． 当社取締役 社外取締役を 除く の株式報酬と し て 、 年６ 月 日開催の第 期定( ) 2016 24 40
時株主総会において、 金銭報酬と は別枠で株式給付信託 の導入が決議さ れて お(BBT)
り ま す。 そ の報酬額は５ 事業年度で 百万円であり ま す。 当該定時株主総会終結時382
点の取締役（ 社外取締役を除く ） の員数は７ 名であり ま す。

③ 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する 事項

　 当事業年度において は、 年６ 月 日開催の取締役会にて代表取締役会長三本守2020 24
に取締役の個人別の報酬額の具体的内容の決定を 委任する 旨の決議を し てお り ま す。 そ

の権限の内容は、 各取締役の基本報酬、 各取締役の業績を 踏ま え た業績連動報酬及び株

式給付信託 に対する 評価配分であり ま す。 権限を 委任し た理由については、 当社グ(BBT)
ループ 全体の業績に対する 取締役の役割や功績を 俯瞰する 同氏が、 各取締役の評価を 行

う には最も 適し ている から であり ま す。

④ 取締役及び監査役の報酬等の総額等

役員区分
報酬等の総額
（ 百万円）

報酬等の種類別の総額（ 百万円）
対象と なる 役

員の員数（ 名）基本報酬 業績連動報酬
業績連動型
株式報酬

取締役
（ 社外取締役を 除く ）

７311 232 56 22
監査役
（ 社外監査役を 除く ）

10 10 ― ― １

社外取締役 11 11 ― ― ２

社外監査役 11 11 ― ― ２

（ 注） 取締役の業績連動型株式報酬の欄は役員株式給付引当金繰入額であり ま す。
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（ ） 社外役員に関する事項5
① 社外役員の重要な兼職の状況等

　

区 分 氏 名 兼職先会社名 兼職の内容 関 係

取締役 横 井 直 人
ニ チバン ㈱ 監 査 役 特別の利害関係はありません。

㈱ジェ イエイシーリ クルートメント 監 査 役 〃

取締役 梅 田 明 彦 青木あすなろ建設㈱ 取 締 役

当社と 青木あすなろ 建設
㈱と の間に 産業廃棄物処
理契約等の取引があ り ま
すが、 そ の取引額は僅少
であり ま す。

監査役 石 井 友 二
監査法人ブ レ イ ン ワ ーク 代 表 社 員 特別の利害関係はありません。

ホワ イ ト ボッ ク ス ㈱ 代 表 取 締 役 〃

監査役 杉 野 翔 子

木徳神糧㈱ 監 査 役 〃

青木信用金庫 員 外 監 事 〃

日本証券金融㈱ 取 締 役 〃

㈱ＭＤ Ｉ 監 査 役 〃
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② 社外役員の主な活動状況

イ ． 取締役会及び監査役会への出席状況及び発言状況
　

区 分 氏 名 主な活動状況

取締役 横 井 直 人
当事業年度開催の取締役会 回中 回全て に出席し 、 公認会計士と し て培17 17
っ た知識・ 経験に基づき 、 独立的立場から 当社経営における 課題やリ ス ク に
対する 、 助言・ 提言等、 積極的な発言を 行っ ており ま す。

取締役 梅 田 明 彦

当事業年度開催の取締役会 回中 回全て に出席し 、 長年にわた る 企業で17 17
の経営者と し て の豊富な経験・ 見識に基づき 、 独立的立場から 当社経営にお
け る 課題やリ ス ク に 対する 、 助言・ 提言等、 積極的な発言を 行っ て お り ま
す。

監査役 石 井 友 二

当事業年度開催の取締役会 回中 回全て に出席し 、 ま た 、 当事業年度開17 17
催の監査役会 回中 回に出席し て お り ま す。 公認会計士と し て 培っ た知13 13
識・ 経験に基づき 、 当社経営における 課題やリ ス ク を 踏ま え 、 取締役の職務
執行状況の監査を 行っ てお り ま す。 ま た、 取締役会における 審議が合理的か
つ 適正な判断の下、 意思決定が行われる た めの助言・ 提言を 行っ て お り ま
す。

監査役 杉 野 翔 子

当事業年度開催の取締役会 回中 回全て に出席し 、 ま た 、 当事業年度開17 17
催の監査役会 回中 回に出席し て お り ま す。 弁護士と し て 豊富な経験・13 13
見識に基づき 、 当社経営における 課題やリ ス ク を 踏ま え 、 取締役の職務執行
状況の監査を 行っ てお り ま す。 ま た 、 取締役会における 審議が合理的かつ適
正な判断の下、 意思決定が行われる ための助言・ 提言を 行っ ており ま す。

ロ ． 社外取締役が果たすこ と が期待さ れる役割に関し て行っ た職務の概要

　 当社２ 名の社外取締役においては、 代表取締役会長、 代表取締役社長及び社外監査役

２ 名を 含めた当社任意の経営諮問委員会の委員と なり 、 社外役員が持ち 回り で委員長を

務め、 取締役等経営陣の指名、 報酬の他、 経営に関する 重要事項につ いて審議し 、 取締

役会に答申する にあた り 重要な役割を 果たし ており ま す。
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③ 社外役員の独立性基準

　 当社は、 当社における 社外役員の独立性基準を 以下のと おり 定め、 社外役員が次のいず

れかに該当する場合は、 当社にと っ て十分な独立性を 有し ていないも のと みなし ま す。

※１ 当社及び当社の関係会社（ 以下、 併せて 「 当社グ ループ 」 と い う ） の業務執行者（.
１ ） 過去 年間において本項に該当し ていた者を含む）( 10

※２ ． 当社グループ を 主要な取引先と する 者（ ２ ） 又はそ の業務執行者 過去 年間におい( 3
て本項に該当し ていた者を含む）

※３ ． 当社グループ の主要な取引先（ ３ ） 又はそ の業務執行者 過去 年間において本項に( 3
該当し ていた者を 含む ）

４ ． 当社の大株主（ 総議決権の ％以上の議決権を 直接又は間接的に保有し ている 者） 又10
はそ の業務執行者 過去 年間において本項に該当し ていた者を 含む）( 5

５ ． 現在、 当社又はそ の子会社の会計監査人又は会計監査人の社員である 者、 又は最近３

年間において 、 当社又はそ の子会社の監査業務を 担当し ていた社員

※６ ． 当社グ ループ か ら 多額（ ４ ） の金銭そ の他財産を 得て いる 専門的サービ ス 提供者

弁護士、 会計士、 税理士、 司法書士等 過去 年間において本項に該当し ていた者< > ( 3
を 含む )

※７ ． 当社グループ から 多額の寄付（ ５ ） を 受けている 者 過去 年間において本項に該当( 3
し ていた者を 含む )

※８ ． 社外役員の相互就任関係（ ６ ） と なる他の会社の業務執行者

※ ※９ ． 近親者（ ７ ） が、 上記１ から ８ ま でのいずれか（ ５ 及び６ を 除き 、 重要な者（ ８ ）

に限る ） に該当する者
※ １ 業務執行者と は、 業務執行取締役、 執行役員、 そ の他の使用人を いう 。
※ ２ 当社グ ループ を 主要な取引先と する 者と は、 当社グ ループ に対し 製品又はサービ ス を 提供し て いる

取引先グ ループ であっ て 、 そ の年間取引金額が相手方の連結売上高の ％又は１ 億円のいずれか高2
い方の額を 超える者を い う 。

※ ３ 当社グ ループ の主要な取引先と は、 当社グループ が製品又はサービ ス を 提供し て いる 取引先グ ルー
プ であ っ て 、 そ の年間取引金額が当社グ ループ の連結売上高の ％又は１ 億円のいずれか高い方の2
額を 超える 者を いう 。

※ ４ 多額と は、 当該専門家が当社グループ から 収受し ている 対価（ 役員報酬を 除く ） が年間 百万円を10
超える場合を いう 。

※ ５ 多額の寄付と は、 当社グループ から 年間 百万円超える寄付を いう 。10
※ ６ 相互就任関係と は、 当社グループ の業務執行者が他の会社の社外役員であり 、 かつ 、 当該他の会社

の業務執行者が当社の社外役員である 関係を いう 。
※ ７ 近親者と は、 配偶者及び２ 親等以内の親族を いう 。
※ ８ 重要な者と は、 取締役、 執行役員及び部長格以上の業務執行者又はそ れら に準じ る業務執行者。

　

④ 子会社から 当該事業年度の役員と し て受けた報酬等の額

　 該当事項はあり ま せん。
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会計監査人の状況4.
（ ） 会計監査人の名称1

有限責任 あずさ 監査法人

　

（ ） 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額2
① 当事業年度に係る会計監査人と し ての報酬等の額 百万円62
② 当社及び子会社が支払う べき 金銭そ の他の財産上の利益の合計額 百万円64

（ 注） 監査役会は、 日本監査役協会が公表する 「 会計監査人と の連携に 関する 実務指針」 を 踏ま え 、 前1.
事業年度の監査計画と 実績の比較及び報酬額の推移を 確認し た う え で、 当事業年度の監査予定時

間及び報酬額の妥当性を 検討し た結果、 会計監査人の報酬につき 、 会社法第 条第１ 項の同意を399
行っ ており ま す。

当社と 会計監査人と の監査契約において会社法に 基づ く 監査と 金融商品取引法に基づ く 監査の監2.
①査報酬の額を 区別し て おり ま せんので、 の金額には金融商品取引法に基づ く 監査の監査報酬の

額を 含めており ま す。

　

（ ） 非監査業務の内容3
　 当社は、「 監査人から 引受事務幹事会社への書簡」 作成業務についての対価を支払っ ており

ま す。

　

（ ） 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針4
　 監査役会は、 会計監査人の職務の執行に支障がある 場合等、 そ の必要がある と 判断し た場

合は、 株主総会に提出する 会計監査人の解任又は不再任に関する 議案の内容を 決定いたし ま

す。 ま た 、 会計監査人が会社法第 条第１ 項各号に定める 項目に該当する と 認めら れる 場340
合は、 監査役全員の同意に基づき 、 会計監査人を 解任いた し ま す。 こ の場合、 監査役会が選

定し た監査役は、 解任後最初に招集さ れる 株主総会におき ま し て 、 会計監査人を 解任し た旨

及びそ の理由を報告いたし ま す。

　

（ ） 責任限定契約の内容の概要5
　 当社と 会計監査人である有限責任 あずさ 監査法人は、 会社法第 条第１ 項の定めに基づ427
き 賠償責任を 限定する 契約を 締結し ており 、 会計監査人に悪意又は重過失があっ た場合を 除

き 、 報酬そ の他の職務執行の対価と し て受け、 又は受ける べき 財産上の利益の額の事業年度

ご と の合計額のう ち 最も 高い額に二を 乗じ て得た金額を も っ て損害賠償責任の限度と し てお

り ま す。
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会社の体制及び方針5.
（ ） 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合する こ と を 確保する ための体制そ の他業務の適1

正を確保する ための体制

① 取締役の職務執行が法令及び定款に適合する こ と を 確保するための体制

イ ． 取締役会は、 法令、 定款、 株主総会決議、 職務権限規程、 経営理念及び取締役会規程

に従い、 経営に関する 重要事項を 決定する と と も に、 取締役の職務執行を 監督し てお

り ま す。

ロ ． 代表取締役は、 取締役会規程に従い定期的に、 ま たは必要に応じ て臨時に会議を 招集

し 、 業務執行の状況を 取締役会に報告し ており ま す。

ハ． 監査役は、 法令が定める 権限を 行使する と と も に 、 監査役監査基準及び監査役会規程

に従い、 取締役の業務執行の監査を 実施し ており ま す。 監査の実施に関し ては、 必要

に応じ て事業監査部及び会計監査人と 連携を 図る 体制と なっ ており ま す。

ニ ． 会社、 役員及び従業員が法令・ 定款及び企業倫理の遵守に努める ため、 リ ス ク 管理基

本規程及びコ ン プ ラ イ ア ン ス 規程を 定め、 企業活動の原点と し て周知徹底を 図る も の

と し ており ま す。

ホ． コ ン プ ラ イ ア ン ス ・ ヘル プ ラ イ ン 規程を 定め、 相談・ 通報体制と し て 人事部内に 通

報・ 相談窓口を 設ける と と も に 、 会社が契約する 社外弁護士およ び監査役に相談・ 通

報でき る体制を整えており ま す。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

イ ． 文書管理規程及び内部情報管理規程に基づき 、 以下の文書（ 電磁的記録を 含む） を 関

連資料と と も に適切に保存及び管理（ 廃棄を 含む） を 行う 体制と なっ ており ま す。

株主総会議事録と 関連資料a.
取締役会議事録と 関連資料b.
取締役が主催する そ の他の重要な会議の議事の経過の記録ま たは指示事項と 関連資c.
料

取締役を決定者と する決定書類及び付属書類d.
そ の他取締役の職務の執行に関する重要な文書e.

ロ ． 取締役及び監査役は、 いつでも 、 前項の情報を 閲覧する こ と ができ る 体制と なっ て お

り ま す。
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③ 損失の危険の管理に関する 規程そ の他の体制

イ ． リ ス ク 管理基本規程及びコ ン プ ラ イ ア ン ス 規程に基づき 、 リ ス ク 管理委員会と そ の下

部組織と し てのコ ン プ ラ イ ア ン ス委員会を 設置し 、 市場環境、 経済環境の変動等によ

る 財務リ ス ク 、 法令・ 規程違反によ る コ ン プ ラ イ ア ン ス リ ス ク など 事業活動に係る リ

ス ク の把握と こ れに対する適切な対応を図る ものと し ており ま す。

ロ ． 市場、 情報セキュ リ テ ィ 、 環境、 労務、 製品・ サービ ス の質、 安全等様々な事業運営

上のリ ス ク についての統括部署と し て、 Ｃ Ｓ Ｒ推進部を 設置し ており ま す。

ハ． 地震等の自然災害や不測の事故によ る 損失の発生に備える ため、 事業継続計画及び危

機管理規程を 制定し 、 緊急事態発生時の対応法を 社内に定めており ま す。 ま た 、 リ ス

ク が現実化し 、 重大な損害の発生が予測さ れる 場合には、 速やかに代表取締役を 対策

本部長と する 対策本部を設置する 等、 被害回避及び被害拡大の防止に努めており ま す。

ニ ． 個人情報管理規程に基づき 、 個人情報漏洩によ る 損失の発生防止を図っ ており ま す。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われる こ と を 確保するための体制

イ ． 業務の運営に つ いて は、 年度経営方針を 立案し 、 全社的な目標を 設定し て お り ま す。

ま た 、 執行役員会を 原則月１ 回開催し 、 各部よ り 業績のレ ビ ュ ーと 改善策を報告さ せ、

具体的な施策を実施さ せる体制と なっ ており ま す。

ロ ． 取締役会を 定期的に開催し 、 ま た必要に応じ て臨時の会議を 招集し 、 重要事項の決定

なら びに取締役の業務執行状況の監督等を行う 体制と なっ ており ま す。

ハ． 組織およ び分掌規程及び職務権限規程によ り 、 取締役の職務執行の効率性を 確保し て

おり ま す。

⑤ 使用人の職務執行が法令及び定款に適合する こ と を 確保するための体制

イ ． 倫理規範と し て 「 資源循環型社会への貢献を 目指す」 と い う 経営理念を 定め、 法令・

定款・ 社内規程等の遵守につき 、 使用人の行動基準を明確にし ており ま す。

ロ ． 使用人に対する 教育、 研修を 定期的に行う こ と に よ り 、 上記の周知徹底を 図る 体制と

なっ ており ま す。

ハ． 使用人が、 法令、 定款、 社内規則ある いは社会通念に反する 行為等が行われている こ

と を 知っ た と き に直接通報を 行う 手段と し て、 コ ン プ ラ イ ア ン ス ・ ヘルプ ラ イ ン 規程

を 定め、 相談・ 通報窓口を 人事部、 監査役、 社外の弁護士と し て設置・ 運営し ており

ま す。 こ の場合、 公益通報者保護法の定める と こ ろ に従い、 通報者に不利益がないこ

と を確保し ており ま す。
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ニ ． 内部監査規程に基づき 業務全般に関し 、 法令、 定款及び社内規程の遵守状況、 職務の

執行の手続き 及び内容の妥当性等につ き 、 事業監査部は定期的に 内部監査を 実施し 、

代表取締役及び監査役に対し 、 そ の結果を 報告し て お り ま す。 ま た 、 事業監査部は、

内部監査によ り 判明し た指摘・ 提言事項の改善履行状況について も 、 フ ォ ロ ーア ッ プ

監査を 実施し ており ま す。

⑥ 当社及び子会社から 成る 企業集団における業務の適正を確保するための体制

イ ． タ ケ エ イ グ ループ 企業行動規範及び関係会社管理規程に基づいてグ ループ 会社を 管理

する 体制と なっ て おり ま す。 ま た 、 グ ループ 会社の業務の状況は、 定期的に当社の取

締役会に報告する 体制と なっ ており ま す。

ロ ． 当社の取締役・ 監査役と グ ループ 会社の代表を メ ン バーと する 連絡会議を 定期的に開

催し 、 業務の状況に加え重要事項等について グ ループ 会社から 報告さ せ、 グ ループ 運

営の適正化に努めており ま す。

ハ． グ ループ 会社を 当社の事業監査部によ る 定期的な内部監査の対象と し 、 監査の結果は

当社の代表取締役及び監査役に報告する体制と なっ ており ま す。

ニ ． 監査役は、 グ ループ 会社の監査役と 定期的にグ ループ 監査役会を 開催し 、 監査の充実

強化を 図っ ており ま す。

⑦ 監査役がそ の職務を 補助すべき 使用人を 置く こ と を 求めた場合における 当該使用人に関

する 事項

　 必要に応じ て、 監査役を 補助する 使用人を 置く こ と と し 、 監査役と 協議のう え 、 専任ま

たは兼任の従業員を監査役ス タ ッ フ と し て配置する こ と と し ており ま す。

⑧ 監査役の職務を 補助すべき使用人の取締役から の独立性に関する事項

　 監査役を 補助する 使用人を 選定し た場合、 そ の使用人に対する 指揮命令権限は、 そ の監

査業務を 補助する 範囲内において監査役ま たは監査役会に帰属する も のと し 、 当該使用人

の人事評価・ 異動・ 懲戒については、 事前に監査役会と 協議する体制と なっ ており ま す。

⑨ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制そ の他監査役への報告に関する体制

イ ． 監査役は、 監査役監査基準の定める と こ ろ に従い、 取締役会そ の他重要な会議に出席

し 、 取締役等から そ の職務の執行状況を 聴取し 、 関係資料を 閲覧する こ と ができ る 体

制と なっ ており ま す。

ロ ． 監査役は、 重要な議事録、 稟議書等の業務執行に関わる 書類等の閲覧を 行い、 必要に

応じ 取締役、 使用人に説明を 求める こ と ができ る体制と なっ ており ま す。
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ハ． 当社及び子会社の取締役ま たは使用人は、 当社及びグ ループ 各社の業務・ 業績に与え

る 重要な事項について監査役に報告する と と も に 、 職務の執行に関する 法令違反、 定

款違反及び不正行為の事実、 ま たは当社及びグ ループ 各社に損害を 及ぼす事態が生じ

た場合には、 遅滞なく 報告し ており ま す。 なお、 前記に関わら ず、 監査役は必要に応

じ て、 当社及び子会社の取締役及び使用人に対し 、 説明を 求める こ と ができ る 体制と

なっ ており ま す。

ニ ． なお、 上記報告を し た も のに対し 、 コ ン プ ラ イ ア ン ス ・ ヘルプ ラ イ ン 規程に準じ て保

護と 秘密保持に最大限の配慮を 行い、 不利な取り 扱いを 受けないこ と を 確保し ており

ま す。

⑩ 監査役の職務の執行につ いて生ずる 費用の前払い又は償還の手続き そ の他の当該職務の

執行について生ずる 費用又は債務の処理に係る 方針に関する事項

　 監査役がそ の職務の執行の為、 生ずる 費用について、 当社に対し 、 前払い又は債務の処

理を 請求し た時は、 担当部署で審議のう え 、 当該請求に係る 費用又は債務が当該監査役の

職務の執行に必要でないと 認めら れる 場合を 除き 、 速やかに当該費用又は債務を 処理する

体制と なっ ており ま す。

⑪ そ の他監査役の監査が実効的に行われる こ と を 確保するための体制

イ ． 監査役、 会計監査人及び事業監査部は、 監査の実施にあた り 連携強化を 図る 体制と な

っ ており ま す。

ロ ． 監査役（ 会） は、 代表取締役社長、 会計監査人と 定期的に会議を 開催し 、 意見を 交換

する体制と なっ ており ま す。

ハ． 監査役会は監査の実施にあた り 、 弁護士、 会計士、 そ の他の外部の専門家を 活用する

体制と なっ ており ま す。

　

（ ） 業務の適正を確保する体制の運用状況の概要2
① 内部統制システ ム全般

イ ． 経営会議、 取締役会、 執行役員会を 月に１ 回以上開催し 、 当社グ ループ 全体に関わる

経営方針や重要な意思決定について、 法令及び定款等、 業務の適正性の審議、 意見交

換を行いま し た。

ロ ． ２ か月に １ 回当社グ ループ 全体の業務推進会議を 行い重要な業務執行に関わる 事項等

の情報共有を 行いま し た。

ハ． 事業監査部に よ る 監査計画に基づき 、 当社グ ループ 全体における 内部監査を 実施し 、

３ か月に１ 回取締役会で監査結果の報告を行いま し た。
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② コ ン プ ラ イ ア ン ス

　 コ ン プ ラ イ ア ン ス 規程に基づき 、 コ ン プ ラ イ ア ン ス委員会を 設置し 、 定期的に コ ン プ ラ

イ ア ン ス 委員会を 開催し 、 法令順守体制の強化及び、 当社グループ 内のリ ス ク 早期発見に

努めま し た 。

③ リ ス ク 管理

　 リ ス ク 管理基本規程に基づき 取締役会直属のリ ス ク 管理委員会を 設置し 、 定期的に委員

会を 開催し 、 リ ス ク 管理取組全体の方針・ 方向性の検討、 協議・ 承認を行っ ており ま す。

④ 子会社経営管理体制

　 子会社の経営管理体制強化の観点から 、 経営企画部が子会社から の承認申請や報告を 事

前に受け、 重要事項の迅速な意思決定を行う 体制を 整えて運用し ており ま す。

⑤ 取締役会の実効性の補強

　 取締役会の任意の諮問機関と し て経営諮問委員会を 設置し 、 取締役会の実効性の補強を

行っ ており ま す。 経営諮問委員会は社外取締役、 社外監査役、 代表取締役で構成し 、 過半

数を 社外役員と する こ と に よ り 経営に関する 以下の重要な事項に関し 社外役員の適切な関

与と 助言を 受け、 コ ーポレ ート ガバナン ス体制の充実を図っ ており ま す。

イ ． 取締役候補者の選任について

ロ ． 役員報酬（ 業績加算給） の評価、 株式給付信託（ における ポイ ン ト 付与数についBBT)
て

ハ． 取締役会の実効性評価について

二． そ の他、 取締役会に付託さ れた事項について

⑥ 取締役の職務執行

　 当社の取締役会規程によ り 定時取締役会を ３ か月に １ 回以上と 定めており ま すが、 当事

業年度は 回取締役会を 開催し ま し た 。 取締役会における 重要な決議事項、 報告案件につ17
いては各取締役及び監査役が活発な意見交換を 行い審議し ており ま す。 ま た 、 社外取締役

２ 名、 社外監査役２ 名が豊富な知識と 経験に基づき 、 独立的、 客観的立場から 取締役会に

対する助言・ 提言、 監視・ 監督を行っ ており ま す。

⑦ 監査役の監査体制

　 当社の監査役は、 常勤監査役１ 名及び社外監査役２ 名の３ 名体制であり 、 当事業年度に

おける 監査役会は 回開催さ れ、 情報交換いたし ま し た 。 さ ら に 、 監査役全員が取締役会13
へ出席、 常勤監査役においては執行役員会、 業務推進会議等の重要会議へ出席し 当社グ ル

ープ の業務執行状況を 確認し 、 必要に応じ て意見を 述べる と と も に 、 稟議書等の重要書類
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を 定期的に閲覧し 、 内部統制の運用状況についての確認等、 よ り 健全な経営体制と 効率的

な運用を 実施する ための助言を 行いま し た 。 ま た 、 監査の実効性を 確保する ため、 代表取

締役、 各取締役と 情報交換を 行う ほか、 会計監査人及び監査部門と 適切な連携を 図っ てお

り ま す。

　

（ ） 株式会社の支配に関する基本方針3
　 当社では、 会社の財務及び事業の方針を 支配する 者のあり 方に関する基本方針については、

特に定めており ま せん。
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連 結 貸 借 対 照 表

（ 年３ 月 日現在）2021 31
（ 単位： 百万円）　

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 産 の 部） （ 負 債 の 部）

流動資産 流動負債22,388 18,173
現 金 及 び 預 金 買 掛 金10,746 1,924
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 短 期 借 入 金6,446 5,974
商 品 及 び 製 品 年内償還予定の 社債37 1 596
仕 掛 品 年内返済予定の長期借入金819 1 5,082
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 リ ー ス 債 務1,216 28
未 収 入 金 未 払 金2,706 1,155
そ の 他 未 払 費 用417 729

△貸 倒 引 当 金 未 払 法 人 税 等2 971
固定資産 機械式立体駐車場関連損失引当金64,306 13

有形固定資産 災 害 損 失 引 当 金57,682 2
建 物 及 び 構 築 物 修 繕 引 当 金13,001 55
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 製 品 保 証 引 当 金14,986 70
工 具、 器 具 及 び 備 品 そ の 他287 1,567
最 終 処 分 場 固定負債4,027 35,128
土 地 社 債18,416 4,225
リ ー ス 資 産 長 期 借 入 金138 27,733
建 設 仮 勘 定 リ ー ス 債 務6,823 128

無形固定資産 繰 延 税 金 負 債3,929 645
の れ ん 役 員 株 式 給 付 引 当 金3,339 127
そ の 他 修 繕 引 当 金589 254

投資そ の他の資産 退 職 給 付 に 係 る 負 債2,695 390
投 資 有 価 証 券 資 産 除 去 債 務286 1,475
退 職 給 付 に 係 る 資 産 そ の 他152 147
繰 延 税 金 資 産 負 債 合 計454 53,301
差 入 保 証 金 （ 純 資 産 の 部）331
そ の 他 株主資本1,613 33,054

△貸 倒 引 当 金 資 本 金142 8,489
繰延資産 資 本 剰 余 金1,111 9,049

開 業 費 利 益 剰 余 金1,111 16,371
△自 己 株 式 856

そ の他の包括利益累計額 2
その他有価証券評価差額金 32

△退職給付に係る調整累計額 30
非支配株主持分 1,448
純 資 産 合 計 34,505

資 産 合 計 負 債 純 資 産 合 計87,806 87,806
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連 結 損 益 計 算 書

（ 2020
2021

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日ま で）

（ 単位： 百万円）　

科 目 金 額
売上高 42,062
売上原価 32,105
売上総利益 9,957
販売費及び一般管理費 5,890
営業利益 4,067
営業外収益

受取利息 0
受取配当金 6
受取賃貸料 18
持分法に よ る 投資利益 26
債務取崩益 1
助成金収入 29
補助金収入 27
受取保険金 24
雑収入 51 186

営業外費用

支払利息 211
社債利息 11
開業費償却 51
支払手数料 29
雑損失 55 360

経常利益 3,893
特別利益

固定資産売却益 39
投資有価証券売却益 82
国庫補助金 3,620
機械式立体駐車場関連損失引当金戻入益 218 3,960

特別損失

固定資産売却損 4
減損損失 136
投資有価証券売却損 0
固定資産圧縮損 3,586
貸倒引当金繰入額 58 3,786

税金等調整前当期純利益 4,067
法人税、 住民税及び事業税 1,283
法人税等調整額 303 1,586

当期純利益 2,481
非支配株主に帰属する 当期純利益 209

親会社株主に帰属する 当期純利益 2,272
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連結株主資本等変動計算書

（ 2020
2021

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日ま で）

（ 単位： 百万円）
　

株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

△当 期 首 残 高 6 ,640 7 ,186 14,785 1,297 27 ,315
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

　 新株の発行 1 ,848 1 ,848 3 ,697
剰余金の配当 　 　 △ 651 　 △ 651
親会社株主に 帰属する 当期純

利益
　 　 2,272 　 2 ,272

連結範囲の変動 △ △34 34
△ △自己株式の取得 0 0

自己株式の処分 13 441 454
株主資本以外の 項目の 連結会

計年度中の変動額（ 純額）
　 　 　 　 　

連結会計年度中の 変動額合計 1 ,848 1 ,862 1,586 441 5 ,739
△当 期 末 残 高 8 ,489 9 ,049 16,371 856 33 ,054

そ の他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計そ の他有価証券

評価差額金

退職給付に係る 調

整累計額

そ の他の

包括利益

累計額合計

△当 期 首 残 高 77 32 44 910 28 ,270
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

　 新株の発行 3,697
△剰余金の配当 　 　 　 　 651

親会社株主に 帰属する 当期純

利益
2,272

連結範囲の変動 △ 34
△自己株式の取得 　 　 　 　 0

自己株式の処分 　 　 　 　 454
株主資本以外の 項目の 連結会

計年度中の変動額（ 純額）
△ △44 2 42 537 495

△ △連結会計年度中の 変動額合計 44 2 42 537 6 ,234
△当 期 末 残 高 32 30 2 1,448 34 ,505
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連 結 注 記 表
　

（ 連結計算書類作成のための基本と なる重要な事項に関する注記等）

連結の範囲に関する 事項1.
（ ） 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称1

連結子会社の数 社31
主要な連結子会社の名称

　 株式会社北陸環境サービ ス 、 株式会社ギプ ロ 、 富士車輌株式会社、 市原グ リ ーン 電力株

式会社

　 当連結会計年度よ り 、 新たに設立し た株式会社Ｔ ＆Ｈ エ コ みら い、 株式会社タ ケエ イ 林

業、 株式会社ふく し ま未来パワ ー、 株式会社Ｔ Ｅ Ｃ 武隈を 連結の範囲に含めており ま す。

　 当連結会計年度よ り 、 新たに株式を 取得し た市原グ リ ーン 電力株式会社を 連結の範囲に

含めており ま す。

　 前連結会計年度ま で非連結子会社であ っ た株式会社津軽エ ネベジは重要性が増し た た

め、 当連結会計年度よ り 連結の範囲に含めており ま す。

　 前連結会計年度に おいて 連結子会社であり ま し た株式会社横須賀バイ オ マ ス エ ナ ジー

は、 当連結会計年度に株式会社タ ケエ イ グ リ ーン リ サイ ク ルを存続会社と する 合併によ り

消滅し たため、 連結の範囲から 除外し ており ま す。

持分法の適用に関する事項2.
（ ） 持分法を 適用し た関連会社の数及び主要な会社の名称1

持分法適用会社の数 ４ 社

主要な持分法適用会社の名称

　 株式会社グ リ ーン ア ロ ーズホールディ ン グ ス 、 株式会社Ｖ ・ Ｔ エ ナジーマ ネジメ ン ト 、

循環資源株式会社

　 当連結会計年度よ り 、 新たに株式を 取得し た循環資源株式会社を 持分法適用の範囲に含

めており ま す。

（ ） 持分法の適用の手続について特に記載すべき 事項2
持分法適用会社のう ち 、 決算日が連結決算日と 異なる 会社については、 当該会社の直近

の四半期決算を 基にし た仮決算によ り 作成し た財務諸表を 使用し ており ま す。

連結子会社の事業年度等に関する事項3.
連結子会社の決算日は、 連結決算日と 一致し ており ま す。
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会計方針に関する事項4.
（ ） 資産の評価基準及び評価方法1

有価証券の評価基準及び評価方法

そ の他有価証券

時価のある もの 期末日の市場価格等に基づく 時価法……………………
（ 評価差額は、 全部純資産直入法によ り 処理し 、 売却

原価は移動平均法によ り 算定）

時価のないもの 移動平均法によ る 原価法……………………
たな卸資産の評価基準及び評価方法

仕 掛 品 総平均法ま たは個別法によ る原価法……………………
（ 貸借対照表価額については収益性の低下に基づく 簿

価切下げの方法）

原材料及び貯蔵品 先入先出法または総平均法によ る 原価法……………………
（ 貸借対照表価額については収益性の低下に基づく 簿

価切下げの方法）

（ ） 固定資産の減価償却の方法2
有形固定資産（ リ ース資産を除く ）

　 定率法によ っ ており ま す。

　 ただし 、 年４ 月１ 日以降に取得し た建物（ 建物附属設備を 除く ） 並びに 年４1998 2016
月１ 日以降に取得し た建物附属設備及び構築物については定額法によ り 、 最終処分場につ

いては埋立割合に基づいて費用処理し ており ま す。 なお、 耐用年数については、 次のと お

り であり ま す。

建物及び構築物 ２ 年～ 年60
機械装置及び運搬具 ２ 年～ 年22
工具、 器具及び備品 ２ 年～ 年20
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無形固定資産（ リ ース資産を除く ）

　 定額法によ っ ており ま す。

　 のれんについては、 年～ 年で均等償却を 行っ ており 、 ソ フ ト ウ エ ア （ 自社利用分）10 20
については、 社内における 利用可能期間（ ５ 年） に基づく 定額法によ っ ており ま す。

リ ース資産

所有権移転フ ァ イ ナン ス ・ リ ース取引に係る リ ース資産

　 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と 同一の方法を 採用し ており ま す。

所有権移転外フ ァ イ ナン ス ・ リ ース取引に係る リ ース資産

　 リ ース期間を 耐用年数と し 、 残存価額を零と する 定額法を採用し ており ま す。

（ ） 引当金の計上基準3
貸倒引当金

　 売掛債権、 そ の他こ れに準ずる 債権の貸倒によ る 損失に備える ため、 一般債権について

は貸倒実績率によ り 、 貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を 検討し 、

回収不能見込額を計上し ており ま す。

製品保証引当金

　 製品販売後に発生する 製品保証費用に備える ため、 過去の実績率に基づき 、 将来発生す

る修理費用の見積額を計上し ており ま す。

修繕引当金

　 発電設備の将来の定期修繕に要する 支出に備える ため、 そ の支出見込額に基づき 、 当連

結会計年度に負担すべき額を計上し ており ま す。

役員株式給付引当金

　 「 役員株式給付規程」 に 基づ く 取締役及び執行役員への当社株式の給付等に 備え る た

め、 当連結会計年度末における 株式給付債務の見込額に基づき 計上し ており ま す。

機械式立体駐車場関連損失引当金

　 過年度ま でに製造販売し た機械式立体駐車場の不備・ 不具合に対応する ための補修に係

る費用見込額に基づき計上し ており ま す。

災害損失引当金

　 災害によ り 被災し た資産の復旧等に要する支出に備える ため、 そ の見積額を 計上し てお

り ま す。
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（ ） そ の他連結計算書類作成のための基本と なる 重要な事項4
退職給付に係る 会計処理の方法

　 退職給付債務の算定にあた り 、 退職給付見込額を 当連結会計年度末ま での期間に帰属さ

せる 方法については、 給付算定式基準によ っ ており ま す。

　 過去勤務費用は、 そ の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（ 年）10
によ る定額法によ り 費用処理する こ と と し ており ま す。

　 数理計算上の差異は、 各連結会計年度の発生時における 従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（ 年） に よ る 定額法によ り 、 そ れぞれ発生の翌連結会計年度から 費用処10
理する こ と と し ており ま す。

　 未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、 税効果を 調整の上、 純資

産の部に おける そ の他の包括利益累計額の退職給付に 係る 調整累計額に 計上し て お り ま

す。

　 なお、 一部の連結子会社は、 退職給付に係る 負債及び退職給付費用の計算に、 退職給付

に係る 期末自己都合要支給額等を 退職給付債務と する 方法を 用いた簡便法を 適用し ており

ま す。

繰延資産の処理方法

開業費

開業後５ 年で均等償却を行っ ており ま す。

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、 税抜方式によ っ ており ま す。

（ 表示方法の変更に関する注記）

「 会計上の見積り の開示に関する会計基準」 の適用に伴う 変更

「 会計上の見積り の開示に 関する 会計基準」（ 企業会計基準第 号 年３ 月 日）31 2020 31
を 当連結会計年度から 適用し 、 連結注記表に （ 会計上の見積り に関する 注記） を 記載し てお

り ま す。

（ 会計上の見積り に関する注記）

　会計上の見積り に よ り 当連結会計年度に係る 連結計算書類に そ の額を 計上し た 項目であっ

て 、 翌連結会計年度に係る 連結計算書類に重要な影響を 及ぼす可能性がある も のは次のと おり

です。
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　 固定資産の減損

株式会社タ ケエ イ グ リ ーン リ サイ ク ルの横須賀工場に関する 減損会計適用対象固定資産

連結貸借対照表計上額 百万円4,384

当社グ ループ は、 減損の兆候がある と 認めら れた場合には、 資産グループ から 得ら れる 割引

前将来キャ ッ シュ ・ フ ロ ーの総額と 帳簿価額を 比較する こ と に よ っ て 、 減損損失の認識の要否

を 判定し ていま す。 判定の結果、 減損損失の測定が必要と 判定さ れた場合、 帳簿価額を 回収可

能価額まで減額し 、 帳簿価額の減少額を減損損失と し て計上し ていま す。

当連結会計年度において 、 株式会社タ ケエ イ グ リ ーン リ サイ ク ルの横須賀工場の固定資産に

ついて判定を 行っ た結果、 割引前将来キャ ッ シュ ・ フ ロ ーが固定資産帳簿価額を 上回っ た こ と

から 、 減損損失の認識は不要と 判定し ており ま す。

割引前将来キャ ッ シュ ・ フ ロ ーの見積り の基礎と し て使用する 同社の中期事業計画は合理的

に策定し ていま すが、 横須賀工場における 廃棄物搬入量やバイ オ マ ス発電設備の稼働の見込み

を 主要な仮定と し ており 、 こ れら の前提条件の変動によ り 、 翌連結会計年度の連結計算書類に

おける固定資産の評価において 、 重要な影響を 与える 可能性があり ま す。
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（ 連結貸借対照表に関する注記）

担保資産1.
担保に供し ている 資産の金額

建物及び構築物 百万円3,527
機械装置及び運搬具 百万円1
工具、 器具及び備品 百万円0
土地 百万円9,834
投資そ の他の資産そ の他 百万円100
合計 百万円13,463

担保に係る債務の金額

短期借入金 百万円2,400
年内返済予定の長期借入金 百万円1 2,775

長期借入金 百万円15,830
そ の他 百万円1
合計 百万円21,006

有形固定資産の減価償却累計額 百万円2. 40,323
国庫補助金の圧縮累計額3.

建物及び構築物 百万円1,695
機械装置及び運搬具 百万円2,526
工具、 器具及び備品 百万円1
土地 百万円21
合計 百万円4,244

最終処分場4.
　 最終処分場勘定については、 廃棄物の最終処分を 行う 目的で取得し た土地代金、 当該土地

取得に要し た費用、 建設費用及び資産除去費用を 計上し て おり ま す。 ま た当該勘定科目は、

廃棄物の埋立量によ り 償却処理を行っ ており ま す。



― 36 ―

（ 連結株主資本等変動計算書に関する注記）

発行済株式の種類及び総数なら びに自己株式の種類及び株式数に関する事項1.
当連結会計年度期首

株式数（ 千株）
当連結会計年度

増加株式数（ 千株）
当連結会計年度

減少株式数（ 千株）
当連結会計年度末
株式数（ 千株）

発行済株式

普通株式 －24,552 4,064 28,616
合計 －24,552 4,064 28,616

自己株式

普通株式 1,499 0 500 999
合計 1,499 0 500 999

（ 注） １ ． 当連結会計年度期首及び当連結会計年度末の自己株式（ 普通株式） に は、 株式給付信託（ Ｂ Ｂ Ｔ ）

が保有する当社株式が期首 千株、 期末 千株含ま れており ま す。266 266
　 ２ ． 発行済株式（ 普通株式） 千株の増加は、 公募及び第三者割当によ る 新株式の発行に よ る 増加4,064

であり ま す。

　 ３ ． 自己株式（ 普通株式） ０ 千株の増加は、 市場買付によ る増加であり ま す。

　 ４ ． 自己株式（ 普通株式） 千株の減少は、 公募に よ る 自己株式の処分を 行っ た こ と に よ る 減少であ500
り ま す。

　
配当に関する事項2.

① 配当金支払額

決 議
株式の
種 類

配当金の総額
（ 百万円）

１ 株当たり
配当額（ 円）

基準日 効力発生日

年６ 月 日2020 24
定時株主総会

普通株式 233 10.00 年2020
３ 月 日31

年2020
６ 月 日25

年 月 日2020 10 30
取締役会

普通株式 418 15.00 年2020
９ 月 日30

年2020
月３ 日12

（ 注） １ ． 年６ 月 日定時株主総会の決議に よ る 配当金の総額には、 株式給付信託（ Ｂ Ｂ Ｔ が保有する2020 24 )
当社株式 千株に対する 配当金２ 百万円が含ま れており ま す。266

　 ２ ． 年 月 日取締役会の決議によ る 配当金の総額には、 株式給付信託（ Ｂ Ｂ Ｔ ） が保有する 当2020 10 30
社株式 千株に対する 配当金３ 百万円が含ま れており ま す。266

② 基準日が当連結会計年度に属する 配当のう ち 、 配当の効力発生日が翌連結会計年度と なる

もの

決 議
株式の
種 類

配当金
の総額

（ 百万円）
配当の原資

１ 株当たり
配当額（ 円）

基準日 効力発生日

年６ 月 日2021 23
定時株主総会

普通株式 利益剰余金418 15.00 年2021
３ 月 日31

年2021
６ 月 日24

（ 注） 配当金の総額には、 株式給付信託（ Ｂ Ｂ Ｔ が保有する 当社株式 千株に対する 配当金３ 百万円が含ま) 266
れており ま す。
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（ 金融商品に関する注記）

金融商品の状況に関する事項1.
（ ） 金融商品に対する取組方針1

　 当社グループ は、 余剰資金の運用については、 原則と し て短期的な預金等の安全性の高い

金融商品に限定し 、 投機目的の運用は行わない方針であり ま す。 ま た資金調達につ いては、

営業活動によ る 現金収入の充当を 基本と し 、 年度の必要資金を 金融機関から の借入と する こ

と を 方針と し ており ま すが、 多額の資金を 要する 設備投資など の案件については資金需要が

発生し た時点で市場の状況等を 勘案の上、 銀行借入及び増資等の最適な方法によ り 調達する

方針であり ま す。

（ ） 金融商品の内容及びそ のリ ス ク なら びに リ ス ク 管理体制2
営業債権である 受取手形及び売掛金には、 顧客の信用リ ス ク が存在し ており ま す。 当該

リ ス ク に ついて は、 当社グ ループ では、 与信管理関連の規定に従い、 外部の信用調査機関

の活用等によ り 顧客ご と に格付けを 行い、 与信枠を 設定する と と も に顧客ご と の回収期日

管理及び債権残高管理と 合わせて顧客の財務状況の悪化など に よ る 回収懸念の早期把握等

によ る リ ス ク の軽減を図っ ており ま す。

投資有価証券は、 市場価格の変動リ ス ク に晒さ れており ま すが、 主に業務上の関係を 有

する 企業の株式であり 、 定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し ており ま す。

営業債務である買掛金及び未払金は、 １ 年以内の支払期日であり ま す。

短期借入金は、 主に運転資金にかかる 資金調達であり 、 社債、 長期借入金及びリ ース 債

務は、 主に設備投資に必要な資金の調達を 目的と し た も のであり ま す。 変動金利の借入金

は、 金利の変動リ ス ク に晒さ れており ま すが、 こ の う ち の一部については、 支払金利の変

動リ ス ク を 回避し 支払リ ス ク の固定化を 図る た めに、 個別契約ご と に デ リ バテ ィ ブ 取引

（ 金利ス ワ ッ プ 取引） を ヘッ ジ手段と し て利用し ていま す。

デ リ バテ ィ ブ 取引の執行・ 管理については、 リ ス ク 回避目的での運用であり 、 社内規程

に従っ て行っ て おり ま す。 ま た 、 デ リ バテ ィ ブ を 活用する 際には信用リ ス ク 軽減のた め既

存の取引金融機関のみと 行っ ており ま す。

ま た 、 営業債務や有利子負債は、 流動性リ ス ク に晒さ れており ま すが、 当社グ ループ で

は、 連結各社単位で資金繰り 計画を 作成し 、 適時に更新する こ と に よ り 、 当該リ ス ク を 管

理する と と も に 、 金融機関と コ ミ ッ ト メ ン ト ラ イ ン 契約や当座貸越契約を 締結し 、 利用可

能枠を確保する こ と で当該リ ス ク に対応し ており ま す。
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（ ） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明3
　 金融商品の時価には、 市場価格に基づく 価額のほか、 市場価額がない場合には合理的に算

定さ れた価額が含ま れており ま す。 当該価額の算定においては変動要因を 織り 込んでいる た

め、 異なる 前提条件等を採用する こ と によ り 、 当該価額が変動する こ と も あり ま す。

金融商品の時価等に関する 事項2.
　 年３ 月 日における 連結貸借対照表計上額、 時価及びこ れら の差額については、 次2021 31
のと おり であり ま す。

（ 単位： 百万円）
　

連結貸借対照表
計 上 額（ ＊）

時価（ ＊） 差額

（ １ ） 現金及び預金 －10,746 10,746
（ ２ ） 受取手形及び売掛金 －6,446 6,446
（ ３ ） 投資有価証券

そ の他有価証券 －98 98
（ ４ ） 買掛金 －(1 ,924) (1,924)
（ ５ ） 短期借入金（ １ 年内返済予定の 長期

借入金を 除く ）
－(5 ,974) (5,974)

（ ６ ） 未払金 －(1 ,155) (1,155)
（ ７ ） 未払法人税等 －(971) (971)

△（ ８ ） 社債（ １ 年内償還予定の社債を 含む） (4 ,821) (4,738) 82
（ ９ ） 長期借入金（ １ 年内返済予定の 長期

借入金を 含む）
△(32 ,815) (32,574) 240

（ ） リ ース 債務10 (157) (157) 0
（ ） デ リ バテ ィ ブ 取引 － － －11
　

＊ 負債に計上さ れている も のについては、（ ） で示し ており ま す。
（ 注） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリ バテ ィ ブ 取引に関する 事項1.

（ １ ） 現金及び預金、 並びに （ ２ ） 受取手形及び売掛金
　 こ れら は短期間で決済さ れる た め、 時価は帳簿価額にほぼ等し いこ と から 、 当該帳簿価額によ っ て
おり ま す。

（ ３ ） 投資有価証券
　 こ れら の時価について、 株式は取引所の価格によ っ ており ま す。

（ ４ ） 買掛金、（ ５ ） 短期借入金、（ ６ ） 未払金、 並びに （ ７ ） 未払法人税等
　 こ れら は短期間で決済さ れる た め、 時価は帳簿価額にほぼ等し いこ と から 、 当該帳簿価額によ っ て
おり ま す。
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（ ８ ） 社債、（ ９ ） 長期借入金、 並びに （ ） リ ース 債務10
　 こ れら の時価については、 元利金の合計額を 新規に同様の社債の発行、 借入又は、 リ ース 取引を 行
っ た場合に想定さ れる 利率で割り 引いて算定する 方法によ っ ており ま す。 変動金利によ る 長期借入金
の一部は金利ス ワ ッ プ の特例処理の対象と さ れており （ 下記（ ） 参照）、 当該金利ス ワ ッ プ と 一体11
と し て処理さ れた元利金の合計額を 同様の借入を 行っ た場合に適用さ れる 合理的に見積も ら れる 利率
で割り 引いて算定する 方法によ っ ており ま す。

（ ） デリ バテ ィ ブ 取引11
　 ヘ ッ ジ会計が適用さ れる デリ バテ ィ ブ 取引
　 金利関連（ 時価の算定方法は、 取引先金融機関から 提示さ れた価格等によ っ ており ま す。）

　
（ 単位： 百万円）

　

ヘッ ジ会計の方法
デリ バテ ィ ブ
取引の種類等

ヘッ ジ対象
契約額

時価
当該時価の
算定方法うち１年超

金利スワ ッ プ の
特例処理

※金利スワ ッ プ 取引 長期借入金 （ ）1,372 1,135
　

※（ ） 金利ス ワ ッ プ の特例処理によ る も のは、 ヘ ッ ジ対象と さ れて いる 長期借入金と 一体と し て処理さ れて い
る ため、 そ の時価は、 当該長期借入金の時価に含めて記載し ており ま す。

　
（ 注） 時価を 把握する こ と が極めて困難と 認めら れる金融商品2.

　

区分 連結貸借対照表計上額（ 百万円）

非上場株式 188
　

こ れら に つ いて は、 市場価格がなく 、 時価を 把握する こ と が極めて困難と 認めら れる こ と か ら 、「（ ３ ） 投
資有価証券」 に含めており ま せん。

　

（ １ 株当たり 情報に関する注記）

１ 株当た り 純資産額 円 銭1. 1,196 98
１ 株当た り 当期純利益 円 銭2. 89 07
算定上の基礎は次のと おり であり ま す。

親会社株主に帰属する 当期純利益 百万円2,272
普通株主に帰属し ない金額 － 百万円

普通株式に係る親会社株主に帰属する 当期純利益 百万円2,272
普通株式の期中平均株式数 千株25,510

　

（ 注） １ ． １ 株当た り 純資産額の算定において株式給付信託（ Ｂ Ｂ Ｔ ） が所有する 当社株式を 自己株式と し て
処理し て いる こ と か ら 、 期末発行済株式数から 当該株式数を 控除し て おり ま す。 なお、 株式給付信
託（ ＢＢ Ｔ ） が所有する 期末自己株式数は 千株であり ま す。266

　 ２ ． １ 株当た り 当期純利益の算定において 、 株式給付信託（ Ｂ Ｂ Ｔ ） が所有する 当社株式を 自己株式と
し て処理し て いる こ と から 、 期中平均株式数から 当該株式を 控除し て おり ま す。 なお、 株式給付信
託（ ＢＢ Ｔ ） が所有する 期中平均株式数は 千株であり ま す。266
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企業結合に関する注記）(
１ ． 取得によ る 企業結合

　 当社は、 年４ 月 日に市原グ リ ーン 電力株式会社及び循環資源株式会社の株式を 以下2020 30
のと おり 取得し 、 子会社化及び関連会社化し ま し た。

（ ） 企業結合の概要1
① 被取得企業の名称及びそ の事業の内容

被取得企業の名称

市原グ リ ーン 電力株式会社

循環資源株式会社

事業の内容

市原グ リ ーン 電力株式会社 電力供給業

循環資源株式会社 発電燃料の貯蔵・ 販売

② 企業結合を 行っ た主な理由

　 当社グループ は「 資源循環型社会への貢献を 目指す」 を 経営理念と し 、 事業領域の拡大

及び多角化を推進する こ と で、 廃棄物の再資源化と 環境負荷の低減を実現する 総合環境企

業を目指し ており ま す。 特に 、 木質バイ オ マ ス発電を中核と する再生可能エネルギー事業

の更なる拡充について 、 数年来検討を 重ねてま いり ま し た 。

　 市原グ リ ーン 電力株式会社は 年の設立以降、 千葉県市原市において建設現場よ り2004
排出さ れた廃木材を 原料と する 木チ ッ プ を主燃料と し 、 工場など から 排出さ れた紙や廃プ

ラ ス チ ッ ク を加工し たＲ Ｐ Ｆ （ 固形燃料） も一部燃料と し てボイ ラ ーで燃焼する 、 首都圏

最大級の発電出力 ｋ ｗ を 誇る 木質バイ オ マ ス発電事業者です。 一方、 循環資源株49,900
式会社は市原グ リ ーン 電力株式会社に対し て、 燃料と なる木チ ッ プ 及びＲ Ｐ Ｆ の保管及び

タ イ ム リ ーな供給を 行う こ と を 目的に 年に設立さ れ、 両社は相互補完関係にあり ま2004
す。

　 市原グ リ ーン 電力株式会社の子会社化及び循環資源株式会社の関連会社化は、 再生可能

エ ネルギー事業を新たな収益の柱と 位置付けている当社グループ に と っ て 、 安定し た燃料

供給体制に基づいた長期稼働実績のある 大型発電所が取得出来る こ と と なり 、 計数面での

効果（ 発電事業ラ イ ン ア ッ プ 充実によ る セグ メ ン ト 業績の向上） に加え、 非計数的な効果

（ ノ ウ ハウ の蓄積、 技術力の向上） も見込める と 認識し ており ま す。

③ 企業結合日

市原グ リ ーン 電力株式会社 年４ 月 日2020 30
　 （ 年６ 月 日をみなし 取得日と いたし ま す。）2020 30
循環資源株式会社 年４ 月 日2020 30
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　 （ 年６ 月 日をみなし 取得日と いたし ま す。）2020 30
④ 企業結合の法的形式

市原グ リ ーン 電力株式会社 現金を対価と する株式取得

循環資源株式会社 現金を対価と する株式取得

⑤ 結合後企業の名称

市原グ リ ーン 電力株式会社 変更あり ま せん。

循環資源株式会社 変更あり ま せん。

⑥ 取得し た議決権比率

市原グ リ ーン 電力株式会社 ％（ 子会社）85.1
循環資源株式会社 ％（ 関連会社）30.0

⑦ 取得企業を 決定するに至っ た主な根拠

市原グ リ ーン 電力株式会社 当社が現金を対価と し て株式を 取得し たためであり ま す。

循環資源株式会社 当社が現金を対価と し て株式を 取得し たためであり ま す。

（ ） 連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間2
年７ 月１ 日から 年３ 月 日まで2020 2021 31

（ ） 被取得企業の取得原価及び対価の種類ご と の内訳3
市原グ リ ーン 電力株式会社

取得の対価 　 現金 百万円5,191

取得原価 百万円5,191
（ ） 主要な取得関連費用の内容及び金額4

ア ド バイ ザリ ー報酬等 百万円36
（ ） 発生し たのれんの金額、 発生原因、 償却方法及び償却期間5

① 発生し たのれんの金額

市原グ リ ーン 電力株式会社 百万円3,415
② 発生原因

　 主と し て市原グ リ ーン 電力株式会社が、 再生可能エネルギー事業を展開する こ と で期待

さ れる 超過収益力によ る も のであり ま す。
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③ 償却方法及び償却期間

市原グ リ ーン 電力株式会社 年間にわたる 均等償却10
（ ） 企業結合日に受け入れた資産及び引き 受けた負債の額並びにそ の主な内訳6

市原グ リ ーン 電力株式会社 流動資産 　 百万円832

固定資産 百万円3,728

資産合計 百万円4,561

流動負債 百万円1,894

固定負債 　 百万円555

負債合計 百万円2,450
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２ ． 当社と リ バーホールディ ン グ ス株式会社と の共同持株会社設立（ 株式移転） によ る経営

　 統合について

（ 追加情報）

　 当社と リ バーホールディ ン グ ス 株式会社（ 以下「 リ バーホールディ ン グ ス 」 と いい、 当社

と リ バーホールデ ィ ン グ ス を 総称し て 「 両社」 と いいま す。） は、 共同株式移転（ 以下「 本

株式移転」 と い い ま す。） の 方法に よ り 共同持株会社を 設立し 経営統合を 行う こ と （ 以下

「 本経営統合」 と いいま す。） に つ いて、 基本的な合意に達し 、 年３ 月 日開催の両社2021 18
の取締役会において、 経営統合に関する 基本合意書を 締結する こ と を 決議し 、 同日、 両社間

で締結いたし ま し た 。

　 ま た 、 両社は、 年５ 月 日に開催し た両社の取締役会における 決議に基づき 、 同日、2021 14
両社間で統合契約書を締結し 、 共同し て株式移転計画を 作成いたし ま し た 。

１ 本株式移転によ る 経営統合の目的( )
① 経営統合の経緯・ 目的

　 近年、 地球温暖化、 廃プ ラ ス チ ッ ク 問題等によ り 、 地球環境は深刻な影響を 受けており ま

す。 ま た 、 昨年から 続いて いる 爆発的な新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症拡大は、 人々のラ イ フ ス

タ イ ル、 企業を取り 巻く 経営環境へも大きな影響を与えており ま す。

　 こ う し た状況下にあっ て 、 両社は、 第一に、 地球環境を 保全する と い う 経営理念が同じ で

ある こ と 、 第二に、 地球規模のＣ Ｏ ２ 排出削減や廃プ ラ ス チ ッ ク の リ サイ ク ル等の技術的対

応については、 必要と なる 大規模投資や研究開発を 個社毎で実施する よ り も 、 二社共同で経

営資源を 投じ る こ と が効率的である と 判断し た こ と 、 第三に、 リ サイ ク ル事業の深化やエ ネ

ルギー事業の推進について 、 相手方の経営資源を 自社で活かす相乗効果が十二分にある こ と

を 理由に、 本経営統合に合意いたし ま し た 。

　 本経営統合は、 ワ ン ス ト ッ プ でサービ ス やエ ネルギーを 提供する 「 総合環境企業」 を 目指

すための出発点と し ての統合であり 、 両社は、 株主様・ お客様・ 従業員はも ち ろ ん、 近隣住

民・ 地域社会や行政機関、 金融機関など 全てのス テ ーク ホルダ ーと のバラ ン ス の取れた関係

を 一層強化し つつ、 投資の観点から も 機関投資家・ 個人投資家の皆様よ り 評価を いただESG
き ながら 企業価値最大化を実現し ていける と の結論に至り ま し た 。
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② 本株式移転の方法、 本株式移転に係る割当ての内容

イ 株式移転の方法.
　 両社を 株式移転完全子会社、 新規に設立する 共同持株会社を 株式移転完全親会社と する

共同株式移転と なり ま す。

ロ 本株式移転に係る割当ての内容.
タ ケ エ イ リ バーホールディ ン グ ス

株式移転比率 １1.24
（ 注１ ） 本株式移転に係る 株式の割当ての詳細

　 タ ケ エ イ の普通株式 株に対し て、 共同持株会社の普通株式 株を 、 リ バーホールディ ン グ ス の普通1 1.24
株式１ 株に対し て 、 共同持株会社の普通株式１ 株を 割当て交付いた し ま す。 なお、 本株式移転によ り 、 両

社の株主に 交付し なければなら ない共同持株会社の普通株式の数に １ 株に 満た ない端数が生じ た 場合に

は、 会社法第 条そ の他関連法令の規定に従い、 当該株主に対し １ 株に満たない端数部分に応じ た金額234
を お支払いいた し ま す。 但し 、 上記株式移転比率は、 算定の基礎と なる 諸条件に重大な変更が生じ た場合

には、 両社協議の上、 変更する こ と があり ま す。

（ 注２ ） 共同持株会社の単元株式数は 株と いた し ま す。100
（ 注３ ） 共同持株会社が交付する新株式数（ 予定） 普通株式： 株52,610,712

　 タ ケ エ イ の発行済株式総数 株（ 年 月末時点）、 リ バーホールディ ン グ ス の発行済株28,616,300 2020 12
式総数 株（ 年 月末時点） を 前提と し て算出し ており ま す。17,126,500 2020 12

（ 注４ ） 単元未満株式の取り 扱いに ついて

　 本株式移転によ り 、 １ 単元（ 株 未満の共同持株会社の株式（ 以下「 単元未満株式」） の割当てを 受100 )
ける 両社の株主の皆様につき ま し ては、 そ の保有する 単元未満株式を 東京証券取引所そ の他の金融商品取

引所において売却する こ と はでき ま せん。 そ のよ う な単元未満株式を 保有する こ と と なる 株主の皆様は、

会社法第 条第１ 項の規定に基づき 、 共同持株会社に対し 、 自己の保有する 単元未満株式を 買い取る192
こ と を 請求する こ と が可能であり ま す。

　 ま た 、 共同持株会社の定款において 、 共同持株会社に対し 、 自己の保有する 単元未満株式の数と 併せて

単元株式数と なる 数の株式を 売り 渡すこ と を 請求する こ と ができ る 旨の規定を 設ける 予定である ため、 会

社法第 条第１ 項及び定款の規定に基づき 、 共同持株会社に対し 、 自己の保有する 単元未満株式の数194
と 併せて単元株式数と なる 数の株式を 売り 渡すこ と を 請求する こ と も可能であり ま す。

③ 本株式移転に伴う 新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い

　 当社及びリ バーホールディ ン グ ス は、 新株予約権又は新株予約権付社債を 発行し ており ま せ

ん。
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２ 本株式移転の日程( )
経営統合に関する 基本合意書承認取締役会 （ 両社） 年３ 月 日2021 18

経営統合に関する 基本合意書締結 （ 両社） 年３ 月 日2021 18

統合契約書及び株式移転計画並びに新会社名承認取締役会 （ 両社） 年５ 月 日2021 14

統合契約書締結及び株式移転計画作成 （ 両社） 年５ 月 日2021 14

株式移転計画承認定時株主総会 （ タ ケエ イ ） 年６ 月 日 （ 予定）2021 23

株式移転計画承認臨時株主総会（ リ バーホールディ ン グ ス ） 年６ 月 日 （ 予定）2021 30

東京証券取引所上場廃止日 （ 両社） 年９ 月 日 （ 予定）2021 29

統合予定日（ 共同持株会社設立登記日） 年 月１ 日 （ 予定）2021 10

共同持株会社株式上場日 年 月１ 日 （ 予定）2021 10

（ 注） 年６ 月 日以降の日程は予定であり 、 本件経営統合の手続の進行上の必要性そ の他の事由に よ り2021 23
必要な場合は、 両社協議の上、 合意に よ り こ れを 変更する 場合があり ま す。 ま た 、 今後、 本経営統合に係る 手

続及び協議を 進める 中で、 公正取引委員会等関係当局への届出、 又はそ の他の理由によ り 本経営統合の推進が

遅延する 事由又は推進が困難と なる 事由が生じ た場合には、 速やかに公表いたし ま す。

３ 本株式移転の当事会社の概要（ 年３ 月末時点）( ) 2021
名称 株式会社タ ケエ イ リ バーホールディ ン グ ス株式会社

所在地
東京都港区芝公園二丁目４ 番１

号 階A-10
東京都千代田区大手町一丁目７ 番

２ 号 東京サン ケイ ビ ル 階15
代表者の役職・

氏名

代表取締役社長

阿部 光男

代表取締役社長執行役員

松岡 直人

事業内容 廃棄物処理・ リ サイ ク ル 資源リ サイ ク ル

資本金 百万円 百万円8,489 1,715

設立年月日 年３ 月７ 日 年７ 月２ 日1977 2007
発行済株式数 株 株28,616,300 17,126,500

決算期 ３ 月 日 ６ 月 日31 30
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４ 本株式移転によ り 新たに設立する 会社( )

商号
Ｔ Ｒ Ｅ ホールディ ン グ ス株式会社

（ ）TRE HOLDINGS CORPORATION

本店所在地 東京都千代田区大手町一丁目７ 番２ 号 東京サン ケイ ビ ル 階15

取締役の氏名

代表取締役会長： 松岡 直人

代表取締役社長： 阿部 光男

取締役： 鈴木 孝雄

取締役： 三本 守

取締役（ 監査等委員）： 石井 友二

取締役（ 監査等委員）： 大村 扶美枝

取締役（ 監査等委員）： 末松 広行

資本金 億円100

決算期 ３ 月 日31
（ 注） 商号の ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株式会社の 新社名由来は、「 私達は、 地球環境の 保全TRE

（ ） の た めに、 新たな技術開発 、 リ サイ ク ル深化（ ）、Earth, Ecology (Technology) Recycling
エ ネルギー事業推進 に 挑戦する 」 のキーワ ード の頭文字を 取り ま(Renewable Energy) (Try)
し た 。

５ 本株式移転に伴う 会計処理の概要( )
　 本株式移転に伴う 会計処理は、 企業結合に関する 会計基準における 「 取得」 に該当し 、 パ

ーチ ェ ス法が適用さ れる こ と が見込ま れており ま す。 パーチ ェ ス法の適用に伴い、 共同持株

会社の連結決算においてのれん （ 又は負ののれん） が発生する 見込みですが、 金額に関し て

は現時点では確定し ており ま せん。

重要な後発事象に関する注記）(
当社と リ バーホールディ ン グ ス 株式会社と の共同持株会社設立（ 株式移転） によ る 経営統合に

ついて

　 「 連結注記表」（ 企業結合に関する注記） に記載のと おり であり ま す。
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㈱タ ケエ イ 計算書類
貸 借 対 照 表
（ 年３ 月 日現在）2021 31

（ 単位： 百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部） （ 負 債 の 部）
流動資産 流動負債8,728 14,630

現 金 及 び 預 金 買 掛 金3,813 787
受 取 手 形 短 期 借 入 金134 6,750
売 掛 金 年内償還予定の 社債3,366 1 596
商 品 年内返済予定の長期借入金13 1 4,762
仕 掛 品 リ ー ス 債 務20 0
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 未 払 金223 605
前 渡 金 未 払 費 用1 337
前 払 費 用 未 払 法 人 税 等217 526
関 係 会 社 短 期 貸 付 金 未 払 消 費 税 等751 130
未 収 入 金 前 受 金159 104
そ の 他 預 り 金26 27

△貸 倒 引 当 金 災 害 損 失 引 当 金0 2
固定資産 61,770

有形固定資産 固定負債22,847 29,892
建 物 社 債5,122 4,225
構 築 物 長 期 借 入 金249 25,298
機 械 及 び 装 置 リ ー ス 債 務2,098 0
車 両 運 搬 具 役 員 株 式 給 付 引 当 金560 127
工 具、 器 具 及 び 備 品 退 職 給 付 引 当 金105 67
最 終 処 分 場 資 産 除 去 債 務788 145
土 地 そ の 他13,345 27
リ ー ス 資 産 負 債 合 計1 44,523
建 設 仮 勘 定 （ 純 資 産 の 部）576

無形固定資産 株主資本275 25,943
ソ フ ト ウ エ ア 資本金81 8,489
そ の 他 資本剰余金193 9,027

投資そ の他の資産 資 本 準 備 金38,647 8,431
投 資 有 価 証 券 　 そ の 他 資 本 剰 余 金152 595
関 係 会 社 株 式 利益剰余金11,297 9,282
出 資 金 利 益 準 備 金0 1
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 そ の 他 利 益 剰 余 金25,751 9,281
破 産 更 生 債 権 等 特定災害防止準備金22 53
長 期 前 払 費 用 別 途 積 立 金68 500
前 払 年 金 費 用 　 繰 越 利 益 剰 余 金187 8,727

△繰 延 税 金 資 産 　 自己株式57 856
投 資 不 動 産 評価・ 換算差額等1,304 33
そ の 他 その他有価証券評価差額金558 33

△貸 倒 引 当 金 純 資 産 合 計752 25,976
資 産 合 計 負 債 純 資 産 合 計70,499 70,499
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㈱タ ケエ イ 計算書類

損 益 計 算 書

（ 2020
2021

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日ま で）

（ 単位： 百万円）
　

科 目 金 額
売上高 18,043
売上原価 13,082
売上総利益 4,960
販売費及び一般管理費 2,905
営業利益 2,054
営業外収益

受取利息 151
受取配当金 201
受取賃貸料 109
業務受託料 27
受取保険金 11
債務取崩益 1
雑収入 29 532

営業外費用
支払利息 189
社債利息 11
株式交付費 28
賃貸費用 52
支払手数料 29
雑損失 16 327

経常利益 2,259
特別利益

固定資産売却益 15
投資有価証券売却益 82
貸倒引当金戻入額 12 109

特別損失

固定資産売却損 2
減損損失 14
関係会社株式評価損 0 17

税引前当期純利益 2,351
法人税、 住民税及び事業税 702

△法人税等調整額 2 699
当期純利益 1,651
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㈱タ ケエ イ 計算書類

株主資本等変動計算書

（ 2020
2021

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日ま で）

（ 単位： 百万円）
　

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己
株 式

株主資本
合 計資 本

準備金

そ の他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

そ の他利益剰余金 利 益
剰余金
合 計

特定災害防
止準備金

別途積立金
繰越利益
剰 余 金

△当 期 首 残 高 6,640 6,583 581 7,164 1 52 500 7,728 8,282 1,297 20,790
事業年度中の変動額

　 新株の発行 1,848 1,848 1,848 3,697
△ △ △剰余金の配当 　 　 　 　 　 　 　 　651 651 651

当期純利益 　 　 　 　 　 　 　 　1,651 1,651 1,651
特定災害防止準備金
の積立

△ － －1 1

△ △自己株式の取得 　 　 　 　 　 　 　 　 　 0 0
自己株式の処分 13 13 441 454
株主資本以外の項目
の事業年度中の変動
額（ 純額）

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

事業年度中の変動額合計 － －1,848 1,848 13 1,862 1 999 1,000 441 5,153
△当 期 末 残 高 8,489 8,431 595 9,027 1 53 500 8,727 9,282 856 25,943

　
評価・ 換算差額等

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 78 78 20,868
事業年度中の変動額

　 新株の発行 3,697
△剰余金の配当 　 　 651

当期純利益 　 　 1,651
特定災害防止準備金
の積立

－

△自己株式の取得 　 　 0
自己株式の処分 454
株主資本以外の項目
の事業年度中の変動
額（ 純額）

△ △ △45 45 45

△ △事業年度中の変動額合計 45 45 5,108
当 期 末 残 高 33 33 25,976
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個 別 注 記 表

（ 重要な会計方針に係る事項に関する注記）

資産の評価基準及び評価方法1.
（ ） 有価証券の評価基準及び評価方法1

関係会社株式 移動平均法によ る原価法…………………………
そ の他有価証券

時価のある もの 期末日の市場価格等に基づく 時価法……………………
（ 評価差額は、 全部純資産直入法によ り 処理し 、 売却

原価は移動平均法によ り 算定）

時価のないもの 移動平均法によ る 原価法……………………
（ ） たな卸資産の評価基準及び評価方法2

商 品 総平均法によ る 原価法……………………
（ 貸借対照表価額につ いては収益性の低下に基づ く

簿価切下げの方法）

仕 掛 品 総平均法によ る 原価法……………………
（ 貸借対照表価額につ いては収益性の低下に基づ く

簿価切下げの方法）

原材料及び貯蔵品 先入先出法によ る原価法……………………
（ 貸借対照表価額につ いては収益性の低下に基づ く

簿価切下げの方法）

固定資産の減価償却の方法2.
（ ） 有形固定資産（ リ ース資産を 除く ）1

定率法によ っ ており ま す。

　 ただし 、 年４ 月１ 日以降に取得し た建物（ 建物附属設備を 除く ） 並びに 年４ 月1998 2016
１ 日以降に取得し た建物附属設備及び構築物については定額法によ り 、 最終処分場について

は埋立割合に基づいて費用処理し ており ま す。 なお、 耐用年数については、 次のと おり であ

り ま す。

建物 ２ 年～ 年50
構築物 ２ 年～ 年43
機械及び装置 ２ 年～ 年20
車両運搬具 ２ 年～６ 年

工具、 器具及び備品 ２ 年～ 年20
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（ ） 無形固定資産（ リ ース資産を 除く ）2
定額法によ っ ており ま す。

　 ソ フ ト ウ エ ア （ 自社利用分） に ついては、 社内における 利用可能期間（ ５ 年） に基づく 定

額法によ っ ており ま す。

（ ） リ ース資産3
所有権移転フ ァ イ ナン ス ・ リ ース取引に係る リ ース資産

自己所有の固定資産に適用する 減価償却方法と 同一の方法を採用し ており ま す。

所有権移転外フ ァ イ ナン ス ・ リ ース取引に係る リ ース資産

リ ース期間を耐用年数と し 、 残存価額を零と する定額法を 採用し ており ま す。

引当金の計上基準3.
（ ） 貸倒引当金1

　 売掛債権、 そ の他こ れに準ずる 債権の貸倒によ る 損失に備える ため、 一般債権については

貸倒実績率によ り 、 貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を 検討し 、 回収

不能見込額を計上し ており ま す。

（ ） 退職給付引当金2
　 従業員の退職給付に備える ため、 当事業年度末における 退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき 計上し ており ま す。

　 退職給付債務の算定にあた り 、 退職給付見込額を 当事業年度末ま での期間に帰属さ せる 方

法については、 給付算定式基準によ っ ており ま す。

　 過去勤務費用は、 そ の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（ 年） によ10
る定額法によ り 費用処理する こ と と し ており ま す。

　 数理計算上の差異は、 各事業年度の発生時における 従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（ 年） によ る定額法によ り 、 そ れぞれ発生の翌事業年度から 費用処理する こ と と し10
ており ま す。

　 なお、 未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の貸借対照表における 取扱いが連

結貸借対照表と 異なっ ており ま す。

（ ） 役員株式給付引当金3
「 役員株式給付規程」 に基づ く 取締役及び執行役員への当社株式の給付等に備え る た め、

当事業年度末における 株式給付債務の見込額に基づき 計上し ており ま す。

（ ） 災害損失引当金4
災害によ り 被災し た資産の復旧等に要する 支出に備える ため、 そ の見積額を 計上し ており

ま す。
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そ の他計算書類作成のための基本と なる重要な事項4.
消費税等の会計処理

　 消費税及び地方消費税の会計処理は、 税抜方式によ っ ており ま す。

（ 表示方法の変更に関する注記）

「 会計上の見積り の開示に関する会計基準」 の適用に伴う 変更

「 会計上の見積り の開示に 関する 会計基準」（ 企業会計基準第 号 年３ 月 日）31 2020 31
を 当事業年度から 適用し 、 個別注記表に （ 会計上の見積り に関する 注記） を 記載し ており ま

す。

（ 会計上の見積り に関する注記）

　 会計上の見積り によ り 当事業年度に係る 計算書類にそ の額を 計上し た項目であっ て 、 翌事業

年度に係る 計算書類に重要な影響を及ぼす可能性がある も のは次のと おり です。

貸倒引当金

株式会社タ ケ エ イ グ リ ーン リ サイ ク ル向けの関係会社長期貸付金 百万円に関する 貸倒6,525
引当金

貸借対照表計上額 百万円306

当社は、 一般債権については貸倒実績率によ り 、 貸倒懸念債権等特定の債権については個別

の回収可能性の検討によ り 、 回収不能見込額を 貸倒引当金と し て計上し ていま す。

回収不能見込額の見積り の基礎と し て使用する 株式会社タ ケ エ イ グ リ ーン リ サイ ク ルの中期

事業計画は合理的に策定し ていま すが、 横須賀工場及び富士吉田工場の廃棄物搬入量や横須賀

工場のバイ オ マ ス発電設備の稼働の見込みを 主要な仮定と し ており 、 こ れら の前提条件の変動

によ り 、 翌事業年度の計算書類における 貸付金の評価において 、 重要な影響を 与える 可能性が

あり ま す。
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（ 貸借対照表に関する注記）

担保資産1.
担保に供し ている 資産の金額

建物 百万円3,052
構築物 百万円1
機械及び装置 百万円1
工具、 器具及び備品 百万円0
土地 百万円9,595
合計 百万円12,650

上記のほかに、 子会社１ 社の建物、 土地を 担保に供し ていま す。

担保に係る債務の金額

短期借入金 百万円2,400
１ 年内返済予定の長期借入金 百万円2,770
長期借入金 百万円15,830
そ の他 百万円1
合計 百万円21,002

有形固定資産の減価償却累計額 百万円2. 15,593
投資不動産の減価償却累計額 百万円3. 327
保証債務4.
金融機関から の借入等に対する 債務保証

㈱花巻バイ オ マ ス エ ナジー 百万円968
㈱信州タ ケエ イ 百万円592
㈱タ ケエ イ グ リ ーン リ サイ ク ル 百万円390
花巻バイ オチ ッ プ ㈱ 百万円150
㈱グ リ ーン ア ロ ーズ関東 百万円9
環境保全㈱ 百万円4
合計 百万円2,116



― 54 ―

関係会社に対する金銭債権（ 区分表示し たものを除く ）5.
短期金銭債権 百万円57
長期金銭債権 百万円2

関係会社に対する金銭債務6.
短期金銭債務 百万円1,970

最終処分場7.
最終処分場勘定については、 廃棄物の最終処分を 行う 目的で取得し た土地代金、 当該土地

取得に要し た費用、 建設費用及び資産除去費用を 計上し て おり ま す。 ま た当該勘定科目は、

廃棄物の埋立量によ り 償却処理を行っ ており ま す。

（ 損益計算書に関する注記）

関係会社と の取引高

営業取引によ る 取引高

売上高 百万円243
売上原価 百万円838
販売費及び一般管理費 百万円25

営業取引以外の取引高 百万円481
　

（ 株主資本等変動計算書に関する注記）

自己株式の種類及び株式数に関する 事項
　

当事業年度期首
株式数（ 千株）

当事業年度増加
株式数（ 千株）

当事業年度減少
株式数（ 千株）

当事業年度末
株式数（ 千株）

自己株式

普通株式 1,499 0 500 999
合計 1,499 0 500 999

　 （ 注） １ ． 当事業年度期首及び当事業年度末の自己株式（ 普通株式） に は、 株式給付信託（ Ｂ Ｂ Ｔ が保有する)
当社株式が期首 千株、 期末 千株含ま れており ま す。266 266

　 ２ ． 自己株式（ 普通株式） ０ 千株の増加は、 市場買付によ る 増加であり ま す。

　 ３ ． 自己株式（ 普通株式） 千株の減少は、 公募によ る 自己株式の処分を 行っ た こ と に よ る 減少であり500
ま す。
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（ 税効果会計に関する注記）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

未払事業税 百万円41
減価償却超過額 百万円81
最終処分場減価償却累計額 百万円345
未払費用 百万円49
退職給付引当金 百万円20
資産除去債務 百万円44
貸倒引当金 百万円230
関係会社株式評価損 百万円65
役員株式給付引当金 百万円39
そ の他 百万円39
繰延税金資産小計 百万円957

△評価性引当額 百万円709
繰延税金資産合計 百万円247

繰延税金負債

特定災害防止準備金 百万円23
資産除去債務に対応する除去費用 百万円9
圧縮積立金 百万円82
前払年金費用 百万円57
そ の他有価証券評価差額金 百万円14
そ の他 百万円1
繰延税金負債合計 百万円190

△繰延税金資産（ 負債は ） の純額 百万円57
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（ 関連当事者と の取引に関する注記）

当社の子会社及び関連会社等

種 類
会社等
の名称

所在地

資本金
又は

出資金
百万円( )

事業
の内容

議決権等
の所有
被所有( )
割合（ ％）

関連当事者
と の関係

取引の
内 容

取引金額
（ 百万円）

科 目
期末残高
（ 百万円）

子会社

㈱ 北 陸 環
境サービ ス

石川県
金沢市

50
廃棄物処分
事業、 収集
運搬事業

（ 所有）
直接
100.0

産業廃棄物処理
委託、 業務受託、
運転資金の貸付

資金の回収
（ 注 ）1 600

関係会社
短期貸付金
関係会社
長期貸付金

300

1,500

利息の受取
（ 注 ）1 14 - -

㈱グ リ ーン
ア ロ ーズ関
東

神奈川県
横須賀市 90

廃棄物処分
事業、 収集
運搬事業

（ 所有）
直接
51.0

産業廃棄物処理
委託、 業務受託、
不動産の賃貸

不動産の賃
貸

（ 注 ）3
　 60 - -

㈱タ ケ エ イ
グ リ ーン リ
サイ ク ル

神奈川県
横須賀市

320

廃棄物処分
事業、 収集
運搬 事業、
バイ オ マ ス
発電事業

（ 所有）
直接
68.8

産業廃棄物処理
委託、 業務委託、
運転資金の貸付

資金の貸付
（ 注 ）1
（ 注 ）4

5,180 関係会社
長期貸付金

6,525

資金の回収
（ 注 ）1 300 - -

利息の受取
（ 注 ）1 42 - -

㈱津軽バ
イ オ マ ス
エ ナジー

青森県
平川市

315
木質バ イ
オ マ ス 発
電事業

（ 所有）
直接
6.3
間接
57.8

運転資金の貸付

資金の回収
（ 注 ）1 160

関係会社
短期貸付金
関係会社
長期貸付金

120

356

利息の受取
（ 注 ）1 3 - -

㈱ギプ ロ
埼玉県
八潮市

90
廃棄物処分
事業、 収集
運搬事業

所有( )
直接
67.0

産業廃棄物処理
委託、 業務委託、
運転資金の借入

短期借入金- - 900

利息の支払
注( 1) 4 - -

㈱門前ク リ
ーン パーク

石川県
輪島市

490
廃棄物処分
事業（ 開業
準備）

（ 所有）
直接
89.8

役員の兼務、
運転資金の貸付

資金の貸付
（ 注 ）1 2,190 関係会社

長期貸付金
6,962

利息の受取
（ 注 ）1 31 - -
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種 類
会社等
の名称

所在地

資本金
又は

出資金
百万円( )

事業
の内容

議決権等
の所有
被所有( )

割合（ ％）

関連当事者
と の関係

取引の
内 容

取引金額
（ 百万円）

科 目
期末残高
（ 百万円）

子会社

㈱花巻バイ
オ マ ス エ ナ
ジー

岩手県
花巻市

315
木質バイ オ
マ ス 発電事
業

（ 所有）
間接
61.5

運転資金の貸付、
債務保証

資金の回収
（ 注 ）1 120

関係会社
短期貸付金
関係会社
長期貸付金

120

530

利息の受取
（ 注 ）1 4 - -

債務保証
（ 注 ）2 968 - -

㈱大仙バイ
オ マ ス エ ナ
ジー

秋田県
大仙市

282
木質バイ オ
マ ス 発電事
業

所有( )
直接
72.7

運転資金の貸付

資金の回収
（ 注 ）1 180

関係会社
短期貸付金
関係会社
長期貸付金

120

2,191

利息の受取
（ 注 ）1 15 - -

㈱田村バイ
オ マ ス エ ナ
ジー

福島県
田村市

50
木質バイ オ
マ ス 発電事
業

（ 所有）
直接
80.0

運転資金の貸付

資金の貸付
（ 注 ）1 3,119 関係会社

長期貸付金
4,828

利息の受取
（ 注 ）1 15 - -

　

（ 注） 取引条件及び取引条件の決定方針等
資金の貸付及び借入については、 市場金利を 勘案し て利率を 合理的に決定し ており ま す。1.
同社の銀行借入金等に対し て債務を 保証し ており ま す。 なお、 保証料の支払いを 受けており ま せん。2.
賃貸料については、 物件の所有・ 管理に係る 経費等を 勘案し て決定し ており ま す。3.

年 月に㈱タ ケエ イ グ リ ーン リ サイ ク ルは㈱横須賀バイ オ マ ス エ ナジーを 吸収合併し ていま す。4. 2020 5
資金の貸付には、 合併によ る増加額を 表示し ており ま す。
上記金額のう ち 、 取引金額には消費税等を 含んでおり ま せん。5.
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（ １ 株当たり 情報に関する注記）

１ 株当た り 純資産額 円 銭1. 940 60
１ 株当た り 当期純利益 円 銭2. 64 75
算定上の基礎は次のと おり であり ま す。

当期純利益 百万円1,651
普通株主に帰属し ない金額 － 百万円

普通株式に係る当期純利益 百万円1,651
普通株式の期中平均株式数 千株25,510

（ 注） １ ． １ 株当た り 純資産額の算定に おいて、 株式給付信託（ Ｂ Ｂ Ｔ ） が所有する 当社株式を 自己株式と し
て処理し て いる こ と から 、 期末発行済株式数から 当該株式を 控除し て おり ま す。 なお、 株式給付信
託（ ＢＢ Ｔ ） が所有する 期末自己株式数は 千株であり ま す。266

　 ２ ． １ 株当た り 当期純利益の算定において 、 株式給付信託（ Ｂ Ｂ Ｔ ） が所有する 当社株式を 自己株式と
し て処理し て いる こ と から 、 期中平均株式数から 当該株式を 控除し て おり ま す。 なお、 株式給付信
託（ ＢＢ Ｔ ） が所有する 期中平均株式数は 千株であり ま す。266

（ 企業結合に関する注記）
１ ． 取得によ る 企業結合

２ ． 当社と リ バーホールディ ン グ ス株式会社と の共同持株会社設立（ 株式移転） によ る 経営統

合について

　 内容の詳細につき ま し ては、「 連結注記表」（ 企業結合に関する注記） を ご参照く だ さ い。

（ 重要な後発事象に関する注記）

当社と リ バーホールディ ン グ ス 株式会社と の共同持株会社設立（ 株式移転） によ る 経営統合に

ついて

　 内容の詳細につき ま し ては、「 連結注記表」（ 重要な後発事象に関する 注記） を ご 参照く だ さ

い。
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連結計算書類に係る会計監査報告
　

独立監査人の監査報告書

年５ 月 日2021 14
株式会社タ ケエ イ

取締役会 御中

有限責任 あずさ 監査法人

　 東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 福 田 厚 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 岡 野 隆 樹 ㊞

監査意見

　 当監査法人は、 会社法第 条第４ 項の規定に基づき 、 株式会社タ ケエ イ の 年４ 月１ 日から 年３ 月 日ま での連結444 2020 2021 31
会計年度の連結計算書類、 すなわち 、 連結貸借対照表、 連結損益計算書、 連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査

を行っ た。

　 当監査法人は、 上記の連結計算書類が、 我が国において一般に公正妥当と 認めら れる企業会計の基準に準拠し て、 株式会社タ ケ

エ イ 及び連結子会社から なる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を 、 全ての重要な点において適正に表

示し ている ものと 認める 。

監査意見の根拠

　 当監査法人は、 我が国において一般に公正妥当と 認めら れる監査の基準に準拠し て監査を行っ た。 監査の基準における当監査法

人の責任は、「 連結計算書類の監査における監査人の責任」 に記載さ れている 。 当監査法人は、 我が国における職業倫理に関する

規定に従っ て、 会社及び連結子会社から 独立し ており 、 ま た 、 監査人と し てのそ の他の倫理上の責任を果たし ている 。 当監査法人

は、 意見表明の基礎と なる十分かつ適切な監査証拠を入手し たと 判断し ている 。

強調事項

　 連結注記表の企業結合に関する注記の追加情報、 及び重要な後発事象に関する注記に記載さ れている と おり 、 会社と リ バーホー

ルディ ン グ ス株式会社は、 年３ 月 日に開催し たそ れぞれの取締役会において、 共同株式移転の方法によ り 共同持株会社を2021 18
設立し 経営統合を行う こ と を決議し 、 同日、 両社間で基本合意書を締結し ている 。 ま た 、 両社は、 年５ 月 日に開催し たそ2021 14
れぞれの取締役会における決議に基づき 、 同日、 両社間で経営統合契約書を締結、 本株式移転に係る株式移転計画書を共同で作成

し ている 。

　 当該事項は、 当監査法人の意見に影響を 及ぼすものではない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　 経営者の責任は、 我が国において一般に公正妥当と 認めら れる企業会計の基準に準拠し て連結計算書類を作成し 適正に表示する

こ と にある 。 こ れには、 不正又は誤謬によ る重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し 適正に表示するために経営者が必要と 判

断し た内部統制を整備及び運用するこ と が含まれる 。

　 連結計算書類を作成するに当たり 、 経営者は、 継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成するこ と が適切であるかど う かを評

価し 、 我が国において一般に公正妥当と 認めら れる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合に

は当該事項を開示する責任がある 。

　 監査役及び監査役会の責任は、 財務報告プロ セスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する こ と にある 。
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連結計算書類の監査における監査人の責任

　 監査人の責任は、 監査人が実施し た監査に基づいて、 全体と し ての連結計算書類に不正又は誤謬によ る重要な虚偽表示がないか

ど う かについて合理的な保証を得て、 監査報告書において独立の立場から 連結計算書類に対する意見を表明するこ と にある 。 虚偽

表示は、 不正又は誤謬によ り 発生する可能性があり 、 個別に又は集計する と 、 連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与える と

合理的に見込まれる場合に、 重要性がある と 判断さ れる 。

　 監査人は、 我が国において一般に公正妥当と 認めら れる監査の基準に従っ て、 監査の過程を通じ て、 職業的専門家と し ての判断

を行い、 職業的懐疑心を保持し て以下を実施する 。

・ 不正又は誤謬によ る重要な虚偽表示リ ス ク を 識別し 、 評価する 。 ま た 、 重要な虚偽表示リ ス ク に対応し た監査手続を立案し 、

実施する 。 監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ る 。 さ ら に、 意見表明の基礎と なる 十分かつ適切な監査証拠を 入手す

る 。

・ 連結計算書類の監査の目的は、 内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、 監査人は、 リ ス ク 評価の実施

に際し て、 状況に応じ た適切な監査手続を立案するために、 監査に関連する内部統制を検討する 。

・ 経営者が採用し た会計方針及びそ の適用方法の適切性、 並びに経営者によ っ て行われた会計上の見積り の合理性及び関連する

注記事項の妥当性を評価する 。

・ 経営者が継続企業を前提と し て連結計算書類を作成する こ と が適切であるかど う か、 ま た 、 入手し た監査証拠に基づき 、 継続

企業の前提に重要な疑義を生じ さ せる よ う な事象又は状況に関し て重要な不確実性が認めら れるかど う か結論付ける 。 継続企業

の前提に関する重要な不確実性が認めら れる場合は、 監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起する こ と 、 又は

重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、 連結計算書類に対し て除外事項付意見を表明する こ と が

求めら れている 。 監査人の結論は、 監査報告書日までに入手し た監査証拠に基づいているが、 将来の事象や状況によ り 、 企業は

継続企業と し て存続できなく なる可能性がある 。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、 我が国において一般に公正妥当と 認めら れる企業会計の基準に準拠し ているかど う かと

と も に、 関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、 構成及び内容、 並びに連結計算書類が基礎と なる取引や会計事象を適

正に表示し ているかど う かを評価する。

・ 連結計算書類に対する 意見を表明する ために、 会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する 。

監査人は、 連結計算書類の監査に関する指示、 監督及び実施に関し て責任がある 。 監査人は、 単独で監査意見に対し て責任を負

う 。

　 監査人は、 監査役及び監査役会に対し て、 計画し た監査の範囲と そ の実施時期、 監査の実施過程で識別し た内部統制の重要な不

備を含む監査上の重要な発見事項、 及び監査の基準で求めら れている そ の他の事項について報告を行う 。

　 監査人は、 監査役及び監査役会に対し て、 独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し たこ と 、 並びに監査

人の独立性に影響を与える と 合理的に考えら れる事項、 及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフ ガード を講じ ている場合は

その内容について報告を行う 。

利害関係

　 会社及び連結子会社と 当監査法人又は業務執行社員と の間には、 公認会計士法の規定によ り 記載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告
　

独立監査人の監査報告書

年５ 月 日2021 14
株式会社タ ケエ イ

取締役会 御中

有限責任 あずさ 監査法人

　 東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 福 田 厚　 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 岡 野 隆 樹 ㊞

監査意見

　 当監査法人は、 会社法第 条第２ 項第１ 号の規定に基づき 、 株式会社タ ケエ イ の 年４ 月 １ 日から 年３ 月 日まで436 2020 2021 31
の第 期事業年度の計算書類、 すなわち 、 貸借対照表、 損益計算書、 株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにそ の附属明細45
書（ 以下「 計算書類等」 と いう 。） について監査を行っ た。

　 当監査法人は、 上記の計算書類等が、 我が国において一般に公正妥当と 認めら れる企業会計の基準に準拠し て、 当該計算書類等

に係る期間の財産及び損益の状況を 、 全ての重要な点において適正に表示し ているも のと 認める 。

監査意見の根拠

　 当監査法人は、 我が国において一般に公正妥当と 認めら れる監査の基準に準拠し て監査を行っ た。 監査の基準における当監査法

人の責任は、「 計算書類等の監査における 監査人の責任」 に記載さ れている 。 当監査法人は、 我が国における 職業倫理に関する規

定に従っ て、 会社から 独立し ており 、 ま た 、 監査人と し てのそ の他の倫理上の責任を果たし ている 。 当監査法人は、 意見表明の基

礎と なる十分かつ適切な監査証拠を入手し たと 判断し ている 。

強調事項

　 個別注記表の企業結合に関する注記の追加情報、 及び重要な後発事象に関する注記に記載さ れている と おり 、 会社と リ バーホー

ルディ ン グ ス株式会社は、 年３ 月 日に開催し たそ れぞれの取締役会において、 共同株式移転の方法によ り 共同持株会社を2021 18
設立し 経営統合を行う こ と を決議し 、 同日、 両社間で基本合意書を締結し ている 。 ま た 、 両社は、 年５ 月 日に開催し たそ2021 14
れぞれの取締役会における決議に基づき 、 同日、 両社間で経営統合契約書を締結、 本株式移転に係る株式移転計画書を共同で作成

し ている 。

　 当該事項は、 当監査法人の意見に影響を 及ぼすものではない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　 経営者の責任は、 我が国において一般に公正妥当と 認めら れる企業会計の基準に準拠し て計算書類等を作成し 適正に表示するこ

と にある 。 こ れには、 不正又は誤謬によ る重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し 適正に表示するために経営者が必要と 判断し

た内部統制を整備及び運用する こ と が含まれる 。

　 計算書類等を 作成する に当た り 、 経営者は、 継続企業の前提に基づき 計算書類等を 作成する こ と が適切である かど う かを 評価

し 、 我が国において一般に公正妥当と 認めら れる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には

当該事項を開示する責任がある 。

　 監査役及び監査役会の責任は、 財務報告プロ セスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する こ と にある 。
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計算書類等の監査における監査人の責任

　 監査人の責任は、 監査人が実施し た監査に基づいて、 全体と し ての計算書類等に不正又は誤謬によ る重要な虚偽表示がないかど

う かについて合理的な保証を得て、 監査報告書において独立の立場から 計算書類等に対する意見を表明する こ と にある 。 虚偽表示

は、 不正又は誤謬によ り 発生する可能性があり 、 個別に又は集計する と 、 計算書類等の利用者の意思決定に影響を与える と 合理的

に見込まれる場合に、 重要性がある と 判断さ れる 。

　 監査人は、 我が国において一般に公正妥当と 認めら れる監査の基準に従っ て、 監査の過程を通じ て、 職業的専門家と し ての判断

を行い、 職業的懐疑心を保持し て以下を実施する 。

・ 不正又は誤謬によ る重要な虚偽表示リ ス ク を 識別し 、 評価する 。 ま た 、 重要な虚偽表示リ ス ク に対応し た監査手続を立案し 、

実施する 。 監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ る 。 さ ら に、 意見表明の基礎と なる 十分かつ適切な監査証拠を 入手す

る 。

・ 計算書類等の監査の目的は、 内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、 監査人は、 リ ス ク 評価の実施に

際し て、 状況に応じ た適切な監査手続を 立案するために、 監査に関連する内部統制を検討する 。

・ 経営者が採用し た会計方針及びそ の適用方法の適切性、 並びに経営者によ っ て行われた会計上の見積り の合理性及び関連する

注記事項の妥当性を評価する 。

・ 経営者が継続企業を前提と し て計算書類等を作成する こ と が適切であるかど う か、 ま た 、 入手し た監査証拠に基づき 、 継続企

業の前提に重要な疑義を生じ さ せる よ う な事象又は状況に関し て重要な不確実性が認めら れるかど う か結論付ける 。 継続企業の

前提に関する重要な不確実性が認めら れる場合は、 監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起する こ と 、 又は重要

な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、 計算書類等に対し て除外事項付意見を表明する こ と が求めら れ

ている 。 監査人の結論は、 監査報告書日までに入手し た監査証拠に基づいているが、 将来の事象や状況によ り 、 企業は継続企業

と し て存続できなく なる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、 我が国において一般に公正妥当と 認めら れる企業会計の基準に準拠し ているかど う かと と

も に、 関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、 構成及び内容、 並びに計算書類等が基礎と なる取引や会計事象を適正に表

示し ているかど う かを評価する。

　 監査人は、 監査役及び監査役会に対し て、 計画し た監査の範囲と そ の実施時期、 監査の実施過程で識別し た内部統制の重要な不

備を含む監査上の重要な発見事項、 及び監査の基準で求めら れている そ の他の事項について報告を行う 。

　 監査人は、 監査役及び監査役会に対し て、 独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し たこ と 、 並びに監査

人の独立性に影響を与える と 合理的に考えら れる事項、 及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフ ガード を講じ ている場合は

その内容について報告を行う 。

利害関係

　 会社と 当監査法人又は業務執行社員と の間には、 公認会計士法の規定によ り 記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告
　

監 査 報 告 書

　 当監査役会は、 年４ 月１ 日から 年３ 月 日までの第 期事業年度の取締役の職務の執行に関し て、 各監査役が作成2020 2021 31 45
し た監査報告書に基づき 、 審議の上、 本監査報告書を作成し 、 以下のと おり 報告いたし ます。

１ ． 監査役及び監査役会の監査の方法及びそ の内容

（ ） 監査役会は、 監査の方針、 監査計画等を定め、 各監査役から 監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、 取締役等1
及び会計監査人から そ の職務の執行状況について報告を受け、 必要に応じ て説明を求めま し た。

（ ） 各監査役は、 監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し 、 監査の方針、 監査計画等に従い、 取締役、 事業監査部そ の他の2
使用人等と 意思疎通を図り 、 情報の収集及び監査の環境の整備に努める と と も に 、 以下の方法で監査を実施し ま し た。

① 取締役会そ の他重要な会議に出席し 、 取締役及び使用人等から そ の職務の執行状況について報告を受け、 必要に応じ て説明

を求め、 重要な決裁書類等を閲覧し 、 本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたし ま し た 。 ま た 、 子会

社については、 子会社の取締役及び監査役等と 意思疎通及び情報の交換を図り 、 必要に応じ て子会社から 事業の報告を受け

ま し た。

② 事業報告に記載さ れている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合する こ と を確保するための体制そ の他株式会社及びそ

の子会社から 成る 企業集団の業務の適正を 確保する ために必要なも のと し て会社法施行規則第 条第 項及び第 項に定100 1 3
める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備さ れている体制（ 内部統制システム） について、 取

締役及び使用人等から そ の構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、 必要に応じ て説明を求め、 意見を表明いたし

ま し た。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し 、 かつ、 適正な監査を実施し ているかを監視及び検証する と と も に 、 会計監査人から そ の

職務の執行状況について報告を受け、 必要に応じ て説明を求めま し た。 ま た 、 会計監査人から 「 職務の遂行が適正に行われ

る こ と を確保するための体制」（ 会社計算規則第 条各号に掲げる事項） を 「 監査に関する品質管理基準」（ 年 月131 2005 10
日企業会計審議会） 等に従っ て整備し ている旨の通知を受け、 必要に応じ て説明を求めま し た。28

以上の方法に基づき 、 当該事業年度に係る事業報告及びそ の附属明細書、 計算書類（ 貸借対照表、 損益計算書、 株主資本等変動

計算書及び個別注記表） 及びそ の附属明細書並びに連結計算書類（ 連結貸借対照表、 連結損益計算書、 連結株主資本等変動計算

書及び連結注記表） について検討いたし ま し た 。

２ ． 監査の結果

（ ） 事業報告等の監査結果1
① 事業報告及びそ の附属明細書は、 法令及び定款に従い、 会社の状況を正し く 示し ている ものと 認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もし く は定款に違反する重大な事実は認めら れま せん。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当である と 認めま す。 ま た、 当該内部統制システムに関する事業報

告の記載内容及び取締役の職務の執行についても 、 指摘すべき事項は認めら れま せん。

（ ） 計算書類及びそ の附属明細書の監査結果2
会計監査人 有限責任 あずさ 監査法人の監査の方法及び結果は相当である と 認めます。

（ ） 連結計算書類の監査結果3
会計監査人 有限責任 あずさ 監査法人の監査の方法及び結果は相当である と 認めます。

年５ 月 日2021 18
株式会社 タ ケエ イ 監査役会

常勤監査役 金 井 昭 ㊞

社外監査役 石 井 友 二 ㊞

社外監査役 杉 野 翔 子 ㊞

　

以上


